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■背景

　本日私の発表させていただくテーマは、「大規模土地

取引と開発コントロール」という内容です。

まず、今日の発表の背景からお話をさせていただきま

す。全国の都道府県を対象に１，０００平米以上の開発許可

を地域別に見ていきますと、やはり首都圏が非常に多く

なっています。神奈川、東京、埼玉では神奈川が最も多

くて７４２件、そして東京、埼玉と続くわけですけれども、

増加率で考えていきますと、東京の開発許可の割合が高

くなっています。大規模な敷地であればあるほど、そこ

にはいろいろなタイプの事業が展開することになるわけ

ですが、これに伴い、もともとあった地域のコンテクス

トが大きく変わるケースがあり、紛争となるケースが散

見されます。

とはいえ、現行法の仕組みの中で実現可能な開発を事

業者サイドは計画しているわけですが、現実には住民紛

争が起きてしまっています。こうした事情に対処するた

めに、地域ごとに、まちづくりに合った開発コントロー

ルをどうしていけばいいのかということが模索されてお
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出は、地価が鎮静化している現状では

見られなくなり、まちづくり条例など

を用いて土地取引の規制を行うケー

スが増えております。そこで、今日の

私の発表は、この国土利用計画法の土

地取引の届出、それとまちづくり条

例でどのようなことが現在規制され

ていて、また行政の中でどのような

ことが議論されているのかに着目し、

お話させていただきたいと思います。

■国土利用計画法による土地取引

最初にこの国土利用計画法の土地取引のところからレ

ビューしていきますと、今ほとんどの場合は事後届出に

なっております。皆さんご存じのことと思いますが、契

約の締結後２週間以内に届出をする。その面積要件が市

街化区域またはその他の都市計画区域内というように面

積要件に違いがあります。そして、仕組みとしては存在

しますが、現状ではこの区域の指定が成されていない注

り、こうした背景から考えれば、地域のまちづくりを実

現させるための方法を構築する必要性があるのだと思い

ます。

地域の合意形成というのは色々なところで言われてい

ますが、それと大きな開発の規制誘導がうまく整合性が

とれていないということがあります。一方で、土地の取

引という観点で考えますと、国土利用計画法での事前届

引取地土るよに法画計用利土国－景背

大規模敷地での大型開発

景背

大規模敷地での大型開発
自由な開発 住民紛争×
・街並みにあった開発コントロールの手法

・地域のまちづくりを実現させる方法

地域の合意形成としては有効に機能するものの、
大規模開発の規制、誘導を行うものにはなりえていない

国土利用計画法による土地取引

①事前届け出がなくなる

②地価鎮静化した現在、どのような活用方策があるか？②地価鎮静化した現在、どのような活用方策があるか？
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引取地土るよに法画計用利土国－景背

題課 ・ 点題問

① 体政行位上 めきるよに 細 なか 制規用利地土

題課 点題問

① 体政行位上 めきるよに 細 なか 制規用利地土

利地土「くなはで」格価「、らかとこるなと査審後事てべすは引取地土の在現
性合適のと」画計用

県府道都 と 村町市 のと 係関 かるすにうよのどを 。県府道都 と 村町市 のと 係関 かるすにうよのどを 。

とこるいてし定決にですが的目用利の地土②

者得取地土 は 的目定特 に 用活 にめたるす 地土 の 入購 を先に行 まして者得取地土 は、 的目定特 に 用活 にめたるす 地土 の 入購 を先に行っ まして っ
？かるきでがとこるす言助でまこどを法方用活。るいて

視区域、監視区域があります。今、

事後届出の内容だけを持ってきまし

たが、提出しなければならない書類

としては、住所氏名、面積、権利の

種別、土地の価格、利用の目的、こ

ういったものがあり、そして、届出

をしない場合は罰則規定等位置づけ

られていますが、これはほんとうに

機能しているのかと思います。

届け出は都道府県に提出され、審

査自体が土地取引後になります。し

たがって、地域まちづくりの観点か

ら見た問題点としては、事後審査で

あることと、価格ではなく土地利用

計画との適合性をどのように見てい

くのかということ、加えて市民との

まちづくり調整を行っている基礎自

治体と審査を行う都道府県との意思

疎通があるかと思います。これにつ

きましては、ヒヤリング調査などを

通して、疑問点として感じることで

す。

土地は、もちろんどのように使お

うというのをあらかじめ考えた上で

購入されるケースがほとんどで、そ

の後に届出がなされます。事業の方

向性が決まっている中で、事後届出

の中で行政側がどこまで助言するこ

とができるのかというのも、この仕

組みの中での課題点として残ってい

ると思います。

現状、この土地取引はどのように

されているでしょうか。これはホー

ムページから持ってきた情報です

が、事後届出の状況は、こんな感じ

に推移しています（次ページ）。比

較的多いです。届け出は一定程度の

数となされています。さらにどうい

った場所で届出されているのかを見

ていきますと、都市計画域内での取

引が非常に多くなっています。都市

計画研究をしていますと、どうして

も都市計画マスタープランとの関係

が気になるわけですが、この辺との

関係性なかなか難しそうだと思いま

引取地土るよに法画計用利土国－景背

後事

活効有の地土、りよに査審の的目用利地土くづともに制出け届
用・ 引取地土 の 化滑円 を図り 制規引取地土 の 化理合 を図る。

的目
用 引取地土 の 化滑円 を図り、 制規引取地土 の 化理合 を図る。

上以㎡0002：域区化街市
上以㎡0005：域区画計市都の外以域区化街市

外域区画計市都 00001 ㎡ 上以
域地象対

外域区画計市都 ： 00001 ㎡ 上以

）主買（人け受り譲

画計本基用利地土 のそ 他の 用利地土 に関 るす 画計 に 合適 なし画計本基用利地土 のそ 他の 用利地土 に関 るす 画計 に 合適 なし
。い

、上全保の境環然自の辺周、てみらか定予備整の設施益公・共公
のもな正適不にから明

用利
的目

査審
準基

の下以円万002はたま役懲の内以年3：引取地土いなしを出け届
則罰

名氏所住の者事当①
② 地土 の 在所 積面

則罰

② 地土 の 在所 、 積面
容内、別種の利権③
格価の利権の地土④

的目用利⑤
⑥ 令府総他 定 事

類書出提

⑥ のそ 総他 理 令府 に定 るめ 事項

引取地土るよに法画計用利土国－景背

市台仙 では、土 引取地 が 化発活市台仙 は、 引取地 化発活
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引取地土るよに法画計用利土国－景背

県府道都各 るみに 引取地土 の 際実県府道都各 るみに 引取地土 の 際実

いもありますが、その中で届出が一

体どのぐらいされているのかを見て

いきますと、１４年、１５年、無届が

非常に増えています。無届の増加率

を見ると、前年比２１５％です。仙台

市では、この無届の対処として「口

頭注意をする、文書注意をする」と

いうことがなされています。しかし、

土地取引の締結をしてから届け出ま

での期間が短いということもあっ

て、届出がどうしてもその期間内に

されないということもあると聞いて

おります。必ずしも無届をしたくて

している訳ではないと思いますが、

現状は数の面では増加している、そ

ういうことがあるわけです。

■近年の傾向

国土利用計画法での届出がある一方で、最近は特にま

ちづくり条例が多くの市町村で制定されるようになって

きました。なかでも、大規模開発の事前協議の手続きを

す。また、データから見ると土地の面積が広いので、や

はり個人ではなくて法人が何らかの形で事業展開をして

いく、そのための土地の取引が多いものと考えられます。

こうした現状がこれらのデータから見えてきます。

土地取引の推移の情報を仙台市に見ると、ここにはデ

ータとして３ヶ年分しかありませんが、土地の取引は比

較的たくさんされているように見えます。場所による違

引取地土るよに法画計用利土国－景背

届無 の 率加増届無 の 率加増
512 ％

意注頭口、てしと処対のへ届無られこ、はで市台仙 4( 件)、
（意注書文 66 ）件
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況状用活のルーロトンコ発開模規大

数総 合割
状用活の法手ルーロトンコ発開模規大　1‑5表

数総 合割

例条ため定を等続手発開 %9.4383

等続手発開 を定 ため 綱要 35 %684等続手発開 を定 ため 綱要 35 84 . %6

則規ため定を等準基発開 %1.1232

等準基発開 を定 ンイラドイガため 9 %38等準基発開 を定 ンイラドイガため 9 8. %3

度制可許発開 %6.8435

画計区地 83 %943画計区地 83 43 . %9

区地途用別特 %3.89

区地度高 51 %831区地度高 51 31 . %8

いなも何に特 %2.901

向傾の年近－景背

例条りくづちまい高の性能可るれらい用にた新年近

まちづくり条例 大規模開発の事前協議手続き

①協議の際に基本となる文書に何を活用するか

②文書自体の更新のあり方

コントロールの枠組みと実施方法の両面に課題がある

るす理整を制規引取地土、し目着に例条りくづちま

づくり条例による開発コントロール、

どのようにとらえているのか、そうい

ったことを説明した上で、これから先

一体どういうことをしていけばいいの

かというのを最後にまとめたいと思い

ます。

まず表５－１は、市町村の大規模開

発コントロール手法として、どういう

ものが現状存在するのかを示したもの

です。これから見ていきますと、大規

模開発コントロールは地方自治体では

要綱で行う、または開発許可の中で考

える、これが多くの割合を占めている

ように見えます。条例まで考えている

ところ、条例まで既に持っているところはまだまだ数と

しては限られるようです。

次ページの表は国土利用計画法の届出について見たも

ので、この中での調整がうまく機能するようにするため

に、県がどのように手続きを位置づけるかを要綱に着目

し、インターネット等で調べたものです。ここに事例と

して７件持ってきました。大体どこでも決めていること

でして、手続き内容に変わりはほとんどありませんが、

私が着目しましたのは事前協議の方法です。鹿児島県と

兵庫県に色がついておりますが、事前届出の協議として

知事が指導を行うということが位置づけられています。

申し出の対象となる市町村長の意見を聞いた上で、届出

について出てきた開発の内容と市町村の計画がうまく合

うのか、そういうことまで要綱の中で指導するケースも

あります。しかし、他のところでは、そこまで書いてあ

るケースはなかなか無くて、県レベルの要綱で地元の市

位置づける条例が見られます。事前届出をどのように開

発協議の中に位置づけるのかを考えていきますと、どう

いう計画をもとにその協議を進めるのかが課題になると

思います。日本は都市の更新スピードが早いですから、

どの時点のどの計画をもとに都市の将来像を考えて協議

を進めていけばいいのかが見えづらいということがあり

ます。そうしますと、計画自体の更新をどのようにして

いけばいいのかというのも課題として残っているように

思えます。それから、コントロールの枠組みと実施の方

法もあります。このように考えても、いろいろな課題が

出てきます。

■大規模開発コントロールの活用状況

そこで、まちづくり条例から土地取引の規制を整理し

ていきます。今日の私の話は、最初

に行政独自の開発規制の状況と、そ

れから大規模土地取引、調整を比較

的早くからやっている府中市の取り

組みの事例について報告をさせてい

ただきます。また、私自身がイギリ

スの都市計画研究を行っておりまし

て、開発コントロールのときに行政

側がどのようなことを事業者に要求

し、開発を進めていくのかというこ

ともありますので、このことについ

ても触れさせていただきます。最後

に民間事業者の方に複数ヒヤリング

をしたことがございますので、民間

事業者は一体こういった独自のまち
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み組り取の制規発開の体治自たっなとから明らか査調トーケンア

類分の体治自るよに析分ータスラク

たい用に析分 31 標指

比積面域区計都対比口人域区計都対）ah/人（度密口人

タスラク 数当該 系居住 系業商 系業工画計市都 化街市 化街市 化街市 調化街市化街市 化街市

人口密度 都市計画区域人口 都市計画面積

22%4.22%7.05%0.001%4.4%6.59%7.79%0.0%0.0014.4310.08.3412.731911 %5.
2 56 9.95 6.18 2.7 8.18 %9.19 %1.8 %4.98 %5.86 %5.13 %6.66 %8.45 %6.3 %2.11

タスラク ー 数当該
DID

系居住
域地途用

系業商
域地途用

系業工
域地途用

画計市都
域区

化街市
域区

化街市
域区整調

DID
化街市
域区

調化街市
域区整

化街市
域区

化街市
域区整調

DID

2 56 9.95 6.18 2.7 8.18 %9.19 %1.8 %4.98 %5.86 %5.13 %6.66 %8.45 %6.3 %2.11
%5.7%0.2%3.12%3.32%5.46%4.03%2.37%6.21%2.586.650.36.848.717413
%8.3%7.0%3.8%1.6%7.18%7.21%6.43%4.14%0.550.549.31.436.7064
%6.3%2.1%8.9%8.6%9.0%5.0%1.33%4.0%3.17.131.07.01.75025
%5.6%5.2%5.02%0.32%7.33%4.32%0.55%0.01%3.842.153.20.532.22214体全

力圧発開
高

類分プイタの体治自

：1 域地市都大 （ 代千 田区、 区港 、 市阪大 、など）高

4 方地 の 域地市都心中活生 （ 市治今 ばくつ 市 袖ヶ 市浦 どな ）

域地市都大 （ 区代千 、 区港 、 市阪大 、な ）

）どな市堺、市布調、市中府（域地市都の辺縁市都大：2

）どな市森青、市山富、市呉（域地市都う担を核中の方地：3

低
4： 方地 の 域地市都心中活生 （ 市治今 、 ばくつ 市、袖ヶ 市浦 どな ）

）どな市勢伊、市川掛、市田沼（域地市都小中の方地：5

み組り取の制規発開の体治自たっなとから明らか査調トーケンア

ていつに策応対のそと用利地土るあの題問・

%001%08%06%04%02%0
発開地宅住

発開ンョシンマ
1

2

発開の設施業商模規大

発開の設施トンメズーュミア

発開の校学

地荘別 のどな 発開
2

3

地荘別 のどな 発開

積堆のどな土残・物棄廃

置設の場き置材資

地宅住 ので 地空 ･ 家空 の 生発

4

地宅住 ので 地空 家空 の 生発

生発の舗店空・地空ので地業商

等廃荒林山、地棄放作耕

廃改の境環然自るよに等成造、取採砂土

5

設建の設施理処ミゴ・廃産

発開地墓

置設の店コンチパ

体全

置設の場工

いなに特

他のそ

）答回数複（題課の上用利地土



土地総合研究 2008夏号　70

地方の中小都市です。こういう分類ごとに見ていきます

と、大きな開発が起きて、それが住民紛争になりそうな

のは、グループの１番とか２番が該当すると思われます。

そこで、解答の結果を見ていきたいと思います。これ

は土地利用上の課題を行政に伺ったものですが、大都市

地域、大都市地域の縁辺部の行政体では、やはりマンシ

ョン開発が課題として残っているということが言われて

います。開発圧力の高い地域では、マンション開発がと

にかく大きな課題になっていると見ることができるかと

思います。

課題になっている土地利用に対してどのような対応を

していけばいいのかということを聞きますと、条例また

は要綱による規制誘導、地区計画による規制誘導が該当

し、こういう手法をとりながら、地域から住民紛争など

が起きないように、あらかじめ何らかの手だてを打ちた

い、そう考えるケースが、特にこの大都市の開発の圧力

の高いところ多いと言えます。開発圧力の高い地域ほど

条例要綱、地区計画、この割合が高く出ています。実際

そういった条例、要綱の有無を伺うと、小さなところに

比較して、大都市の中心にあればあるほど土地利用にか

かわる条例要綱を用意していて、それに基づいて開発コ

ントロールを行うケースが多いという実態が見えてくる

わけです。

土地利用にかかわる条例要綱の内容について見ます

と、地域による特性はほとんど見えない感じです。この

図でもおわかりのように、１と類似したものがほかのグ

ループでも見られて、特に都市の規模とかについての相

違は見られないように思えます。もっとも多いのが特定

の開発や建築物の規制誘導を図るという、この紫のとこ

ろです。それから住環境の保全を図る、こういうものが

大都市では多いでしょうし、縁辺部に来るとほとんどす

べてのものが均等な割合で、その指導を行う傾向があり

ます。住環境、景観、自然環境、さまざまなものを複合

的に考えながら、開発のコントロールをする、そういう

方向性を見ることができます。

その審査の基準は、どういうものなのでしょうか？土

地利用にかかわる条例要綱の審査基準について、これも

大きな違いが見られないと思います。敷地の面積や開発

の規模、周辺環境への影響、こういったものが多いので

すが、色や形、景観への配慮、こういうものは行政体の

規模に相違なく、多くのところで指定されています。規

制内容にはあまり違いがありません。

届出の中で判断基準は何かを聞くと、これはやはり国

土利用計画法の市町村計画と言うところは限られてい

て、見てもおわかりのように、黄色のところ非常に多く

なっています。市町村の都市計画マスタープランは、市

み組り取の制規発開の体治自たっなとから明らか査調トーケンア

ていつに策応対のそと用利地土るあの題問・

%001%08%06%04%02%0
発開地宅住

発開ンョシンマ
1

2

発開の設施業商模規大

発開の設施トンメズーュミア

発開の校学

地荘別 のどな 発開2

3

地荘別 のどな 発開

積堆のどな土残・物棄廃

置設の場き置材資

生発の家空･地空ので地宅住

4

生発の舗店空・地空ので地業商

等廃荒林山、地棄放作耕

廃改の境環然自るよに等成造、取採砂土

廃産 ・ ミゴ 設施理処 の 設建

5

廃産 ・ ミゴ 設施理処 の 設建

発開地墓

置設の店コンチパ

置設の場工

体全

いなに特

他のそ

答回無

力圧発開 の高い１ びよお 2 はで 「 ンョシンマ 発開 」が
用利地土るいてっなと題課も最

力圧発開 の高い１ びよお 2 はで 「 ンョシンマ 発開 」が
い高が率比るいてっなと題問
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地方の中小都市です。こういう分類ごとに見ていきます

と、大きな開発が起きて、それが住民紛争になりそうな

のは、グループの１番とか２番が該当すると思われます。

そこで、解答の結果を見ていきたいと思います。これ

は土地利用上の課題を行政に伺ったものですが、大都市

地域、大都市地域の縁辺部の行政体では、やはりマンシ

ョン開発が課題として残っているということが言われて

います。開発圧力の高い地域では、マンション開発がと

にかく大きな課題になっていると見ることができるかと

思います。

課題になっている土地利用に対してどのような対応を

していけばいいのかということを聞きますと、条例また

は要綱による規制誘導、地区計画による規制誘導が該当

し、こういう手法をとりながら、地域から住民紛争など

が起きないように、あらかじめ何らかの手だてを打ちた

い、そう考えるケースが、特にこの大都市の開発の圧力

の高いところ多いと言えます。開発圧力の高い地域ほど

条例要綱、地区計画、この割合が高く出ています。実際

そういった条例、要綱の有無を伺うと、小さなところに

比較して、大都市の中心にあればあるほど土地利用にか

かわる条例要綱を用意していて、それに基づいて開発コ

ントロールを行うケースが多いという実態が見えてくる

わけです。

土地利用にかかわる条例要綱の内容について見ます

と、地域による特性はほとんど見えない感じです。この

図でもおわかりのように、１と類似したものがほかのグ

ループでも見られて、特に都市の規模とかについての相

違は見られないように思えます。もっとも多いのが特定

の開発や建築物の規制誘導を図るという、この紫のとこ

ろです。それから住環境の保全を図る、こういうものが

大都市では多いでしょうし、縁辺部に来るとほとんどす

べてのものが均等な割合で、その指導を行う傾向があり

ます。住環境、景観、自然環境、さまざまなものを複合

的に考えながら、開発のコントロールをする、そういう

方向性を見ることができます。

その審査の基準は、どういうものなのでしょうか？土

地利用にかかわる条例要綱の審査基準について、これも

大きな違いが見られないと思います。敷地の面積や開発

の規模、周辺環境への影響、こういったものが多いので

すが、色や形、景観への配慮、こういうものは行政体の

規模に相違なく、多くのところで指定されています。規

制内容にはあまり違いがありません。

届出の中で判断基準は何かを聞くと、これはやはり国

土利用計画法の市町村計画と言うところは限られてい

て、見てもおわかりのように、黄色のところ非常に多く

なっています。市町村の都市計画マスタープランは、市

み組り取の制規発開の体治自たっなとから明らか査調トーケンア

ていつに策応対のそと用利地土るあの題問・

%001%08%06%04%02%0
発開地宅住

発開ンョシンマ
1

2

発開の設施業商模規大

発開の設施トンメズーュミア

発開の校学

地荘別 のどな 発開2

3

地荘別 のどな 発開

積堆のどな土残・物棄廃

置設の場き置材資

生発の家空･地空ので地宅住

4

生発の舗店空・地空ので地業商

等廃荒林山、地棄放作耕

廃改の境環然自るよに等成造、取採砂土

廃産 ・ ミゴ 設施理処 の 設建

5

廃産 ・ ミゴ 設施理処 の 設建

発開地墓

置設の店コンチパ

置設の場工

体全

いなに特

他のそ

答回無

力圧発開 の高い１ びよお 2 はで 「 ンョシンマ 発開 」が
用利地土るいてっなと題課も最

力圧発開 の高い１ びよお 2 はで 「 ンョシンマ 発開 」が
い高が率比るいてっなと題問

み組り取の制規発開の体治自たっなとから明らか査調トーケンア

ていつに策応対のそと用利地土るあの題問・

%001%08%06%04%02%0
導誘･制規るよに例条

1

2

導誘･制規るよに綱要

導誘･制規るよに等画計区地･区地域地
2

3

導誘･制規るよに)等定協築建(定協種各

地空 家空 等地農棄放 の 理管

4

地空 ・ 家空 、 等地農棄放 の 理管

成育の織組域地う担を理管用利地土

5

、法振農、法画計市都 制規別個の等法林森
導誘･制規くづ基に法

いないてしも何に特

体全 〕等導指いならよに綱要や例条〔他のそ

力圧発開 の高い 域地 どほ 「 例条 「」 綱要 「」 等画計区地 」 るよに
策応対るす対用利地土るいてっなと題課も最

力圧発開 の高い 域地 どほ 「 例条 「」 綱要 」、「 等画計区地 」 るよに
い高が合割るいてっ行を制規発開の自独体治自

み組り取の制規発開の体治自たっなとから明らか査調トーケンア

ていつに容内・況状定制の綱要・例条の制規用利地土・

%001%08%06%04%02%0

1

22

3

4

り有 し無

5

体全

「 例条 「」 綱要 」を 定制 るいてし 合割 は
無有の綱要・例条るわ関に制規用利地土

「 例条 「」 綱要 」を 定制 るいてし 合割 は
い高の力圧発開 1・2 い高に特で
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み組り取の制規発開の体治自たっなとから明らか査調トーケンア

ていつに容内・況状定制の綱要・例条の制規用利地土・

%001%08%06%04%02%0
のもる図を導誘･制規の築建や発開

定特 の 発開 や 物築建 の 制規 導誘 を図 もる1

2

定特 の 発開 や 物築建 の 制規 ･ 導誘 を図 もる
の

を導誘･制規の物築建や発開の区地の定特
のもる図

用利地土 の 的合総 な 等整調 を行 のもう2

3

用利地土 の 的合総 な 等整調 を行 のもう

のもる図を全保の境環住

観景 の 全保 や 等成形 を図 のもる

4

観景 の 全保 や 等成形 を図 のもる

のもる図を等全保の境環然自

等価評響影境環 を図 のもる

5

等価評響影境環 を図 のもる

のもす示を念理のりくづちま

区地 のりくづちま 進推 を図 のもる

体全

区地 のりくづちま 進推 を図 のもる

他のそ

）答回数複（容内の綱要・例条るわ関に制規用利地土

み組り取の制規発開の体治自たっなとから明らか査調トーケンア

ていつに容内・況状定制の綱要・例条の制規用利地土・

%001%08%06%04%02%0

的目用利地土 積面発開・積面地敷
1

2
積面物建 さ高の物建

2

3
積面床の物建 途用の物建

4 響影のへ境環辺周 慮配のへ観景

5 形・色の物建 書画計築建

体全 他のそ

市都 の 状実 ・ 題課 るすと 用利地土 が違 もにう 関 ずらわ
）答回数複（目項準基査審の綱要例条るわ関に制規用利地土

市都 の 状実 題課 るすと 用利地土 が違 もにう 関 ずらわ 、
いなれら見がい違りまあはていつに容内制規
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み組り取の制規発開の体治自たっなとから明らか査調トーケンア

ていつに容内・況状定制の綱要・例条の制規用利地土・

%001%08%06%04%02%0
のもる図を導誘･制規の築建や発開

定特 の 発開 や 物築建 の 制規 導誘 を図 もる1

2

定特 の 発開 や 物築建 の 制規 ･ 導誘 を図 もる
の

を導誘･制規の物築建や発開の区地の定特
のもる図

用利地土 の 的合総 な 等整調 を行 のもう2

3

用利地土 の 的合総 な 等整調 を行 のもう

のもる図を全保の境環住

観景 の 全保 や 等成形 を図 のもる

4

観景 の 全保 や 等成形 を図 のもる

のもる図を等全保の境環然自

等価評響影境環 を図 のもる

5

等価評響影境環 を図 のもる

のもす示を念理のりくづちま

区地 のりくづちま 進推 を図 のもる

体全

区地 のりくづちま 進推 を図 のもる

他のそ

）答回数複（容内の綱要・例条るわ関に制規用利地土

み組り取の制規発開の体治自たっなとから明らか査調トーケンア

ていつに容内・況状定制の綱要・例条の制規用利地土・

%001%08%06%04%02%0

的目用利地土 積面発開・積面地敷
1

2
積面物建 さ高の物建

2

3
積面床の物建 途用の物建

4 響影のへ境環辺周 慮配のへ観景

5 形・色の物建 書画計築建

体全 他のそ

市都 の 状実 ・ 題課 るすと 用利地土 が違 もにう 関 ずらわ
）答回数複（目項準基査審の綱要例条るわ関に制規用利地土

市都 の 状実 題課 るすと 用利地土 が違 もにう 関 ずらわ 、
いなれら見がい違りまあはていつに容内制規

み組り取の制規発開の体治自たっなとから明らか査調トーケンア

ていつに況状用活の度制出届の引取地土くづ基に法土国・

%001%08%06%04%02%0
画計村町市画計用利土国

画計本基用利地土1

2

画計本基用利地土

ンラプータスマ画計市都村町市

画計合総村町市2

3

画計本基化性活地街市心中

ンラプータスマ宅住

4

画計観景・ンラプータスマ観景

ンラプータスマ業商

自独村町市 の 画計用利地土 ( 区地 ルベレ )

5

自独村町市 の 画計用利地土 ( 区地 ルベレ )

画計用利地土の自独村町市

図画計市都

体全
いないてし定規に特

他のそ

法用利土国 を 制規用利地土 の 準基断判 に
）答回数複（画計るなと準基断判の制規用利地土

法用利土国 を 制規用利地土 の 準基断判 に
るれら限に数少くごは体治自るいてい用

み組り取の制規発開の体治自たっなとから明らか査調トーケンア

ていつにし直見の画計るなと準基断判の制規用利地土・

%001%08%06%04%02%0

11

2

　　　るあで要必 　いなはで要必

3

なわ 他

4

わ らか な 　い のそ 他

5

答回無

体全

答回無

数半過 の 体治自 はで 制規用利地土 の
性要必の訂改の画計るなと準基断判の制規用利地土

数半過 の 体治自 はで 制規用利地土 の
るいてじ感を性要必の定改画計
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したまちづくり条例は、東京都市圏の中で１７しかあり

ませんでした。しかしこうした条例制定は、現在、増加

傾向にありますので、それをこれから少し詳しくご説明

していきたいと思います。

開発行為の種類と手続きについて最初に見ていきま

す。開発の手続きというのは、この条例の中では大規模

な土地取引、大規模な開発事業、その後に都市計画法・

建築基準法に基づく手続きというように流れています。

その中で開発事業だけを規定しているものがほとんどと

なっています。さらにこれを詳しく大規模開発事業につ

いて条例の中でコントロールするのは、そのうちの９

つです。土地取引まで踏み込み規定しているところは、

２００５年の段階では３市しかありませんでした。

この流れをもう少し詳しく見ていきたいと思います。

まず土地取引時における土地利用の構想というのが、市

に対して事業者から提出されます。そのあと周辺住民へ

の説明会を事業者と市民の間で行い、意見書・見解書の

交換を行います。それを説明会・報告会の開催によって、

市民に説明する。こういう流れで進むケースがほとんど

です。さらに、これを経て、土地利用構想の届出や内容

の変更が市と事業者の間で協議が行われます。その間に

民が参加しながらつくった計画なので、それをもとに計

画申請と市民との意向の整合を図ろうとするケースが多

くの行政体で見られます。

そして、この判断基準の見直しですが、「見直しが必

要」と言っているところがほとんどです。ただ、「必要」

としながらも、どの頻度で行っていくのか、そこまで含

めて考えているところは現状では限られるのではないか

と思います。土地利用規制の計画改定は必要です。それ

はつまり、日本では都市の開発のスピードが速く、１０

年前につくったマスタープランが将来の都市像として適

格かどうかを確認する必要があるからです。

■東京圏自治体のまちづくり条例

そこで東京圏に着目すると、東京圏では、今多くのと

ころでまちづくり条例がつくられています。まちづくり

条例の制定状況を見たものがこの表ですが、土地の取引

行為を条例に位置づけたものはまだ限られ、建築開発の

届出とか開発事業の手続き、こういうものが一般的にな

っています。少し前の２００５年の段階で開発事業を規定
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したまちづくり条例は、東京都市圏の中で１７しかあり

ませんでした。しかしこうした条例制定は、現在、増加

傾向にありますので、それをこれから少し詳しくご説明

していきたいと思います。

開発行為の種類と手続きについて最初に見ていきま

す。開発の手続きというのは、この条例の中では大規模

な土地取引、大規模な開発事業、その後に都市計画法・

建築基準法に基づく手続きというように流れています。

その中で開発事業だけを規定しているものがほとんどと

なっています。さらにこれを詳しく大規模開発事業につ

いて条例の中でコントロールするのは、そのうちの９

つです。土地取引まで踏み込み規定しているところは、

２００５年の段階では３市しかありませんでした。

この流れをもう少し詳しく見ていきたいと思います。

まず土地取引時における土地利用の構想というのが、市

に対して事業者から提出されます。そのあと周辺住民へ

の説明会を事業者と市民の間で行い、意見書・見解書の

交換を行います。それを説明会・報告会の開催によって、

市民に説明する。こういう流れで進むケースがほとんど

です。さらに、これを経て、土地利用構想の届出や内容

の変更が市と事業者の間で協議が行われます。その間に

民が参加しながらつくった計画なので、それをもとに計

画申請と市民との意向の整合を図ろうとするケースが多

くの行政体で見られます。

そして、この判断基準の見直しですが、「見直しが必

要」と言っているところがほとんどです。ただ、「必要」

としながらも、どの頻度で行っていくのか、そこまで含

めて考えているところは現状では限られるのではないか

と思います。土地利用規制の計画改定は必要です。それ

はつまり、日本では都市の開発のスピードが速く、１０

年前につくったマスタープランが将来の都市像として適

格かどうかを確認する必要があるからです。

■東京圏自治体のまちづくり条例

そこで東京圏に着目すると、東京圏では、今多くのと

ころでまちづくり条例がつくられています。まちづくり

条例の制定状況を見たものがこの表ですが、土地の取引

行為を条例に位置づけたものはまだ限られ、建築開発の

届出とか開発事業の手続き、こういうものが一般的にな

っています。少し前の２００５年の段階で開発事業を規定

とはかかわらないで、間に市がクッションとして入りな

がら手続きを進めていく。これが一般的なプロセスでは

ないかと思います。

この１７市町村ですが、市によってやはり考え方は違

いますし、特徴があります。それを詳しく見ていきます

審査会が開催され、どのような内容を事業者に助言する

かが議論され、市に助言を行っています。市はそれを受

けて、もう一度事業者にお願いをして、そして開発が進

んでいく。開発事業の手続きを条例によって決めること

で、開発指導は行政が、つまりこの審査会が直接事業者

例条りくづちまの体治自圏京東

5002 で圏京東、は例条りくづちまたし定規を業事発開、在現年 71 。るいてし在存

為行発開 類種 と 続手 き 流れ

引取地土模規大 業事発開模規大 業事発開

、法画計市都
に等法準基築建

基 くづ 続手 き
続手発開

■ 為行発開 の 類種 と 続手 きの流れ

基 くづ 続手 き

① 「 業事発開 を 定規 のもるいてし 71( 市)①：「 業事発開 」を 定規 のもるいてし 71( 市)

② 「： 業事発開 「＋」 業事発開模規大 」を 定規 のもるいてし (９市)② 「： 業事発開 「＋」 業事発開模規大 」を 定規 のもるいてし (９市)

③：全 をて 定規 のもるいてし (３市)③：全 をて 定規 のもるいてし (３市)

まちづくり条例を通じた開発手続

例条りくづちまの体治自圏京東

まちづくり条例を通じた開発手続

れ流の続手業事るす対に発開模規大■ （共通のプロセス）

周説土の 意の 市説 土の 審助周
辺
住
民

説
明
会
・報

土
地
利
用
構

の
届
出
・公

意
見
書
・見

の
交
換

市
民
へ
の

説
明
会
・報

土
地
利
用
構

の
届
出
・変

審
査
会
に
よ

助
言
・指
導へ

の
報
告構

想

公
開

見
解
書

報
告 構

想

変
更

よ
る

導
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例条りくづちまの体治自圏京東

まちづくり条例を通じた開発手続

れ流の続手業事るす対に発開模規大■ （各市の特徴）
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鎌倉市 秦野市 早期、継続的に補完した説明会等 行政･事業者・市民

例条りくづちまの体治自圏京東

まちづくり条例を通じた開発手続

れ流の続手業事るす対に発開模規大■ （各市の特徴）
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鎌倉市 秦野市 早期、継続的に補完した説明会等 行政･事業者・市民

三鷹市 厚木市 住民に対する通知等 行政 事業者三鷹市 厚木市 住民に対する通知等 行政・事業者

例条りくづちまの体治自圏京東

まちづくり条例を通じた開発手続

■ 発開模規大 に対 るす 続手業事 の流れ（各市の特徴）■ 発開模規大 に対 るす 続手業事 の流れ（各市の特徴）
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の

周
知

鎌倉市 秦野市 早期 継続的に補完した説明会等 行政･事業者・市民

想 書 想

鎌倉市 秦野市 早期、継続的に補完した説明会等 行政 事業者 市民

三鷹市 厚木市 住民に対する通知等 行政・事業者

町田市 住民への早期周知 事業者・市民

例条りくづちまの体治自圏京東

まちづくり条例を通じた開発手続

■ 発開模規大 に対 るす 続手業事 の流れ（各市の特徴）■ 発開模規大 に対 るす 続手業事 の流れ（各市の特徴）
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鎌倉市 秦野市 早期 継続的に補完した説明会等 行政･事業者・市民

想 書 想 る

鎌倉市 秦野市 早期、継続的に補完した説明会等 行政･事業者・市民

三鷹市 厚木市 住民に対する通知等 行政・事業者

町田市

横浜市

住民への早期周知 事業者・市民

住民との数度の意見交換 事業者 市民横浜市 住民との数度の意見交換 事業者・市民
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これは周辺住民・市民への説明が非常に重視さ

れているケースと言うことができると思いま

す。町田については、土地取引の土地利用構想

の届出公開よりも、さらに早く周辺住民に対し

て情報を提供する。これが条例の中に位置づけ

られるという特徴があります。横浜は、土地利

用の構想の届出がされた後に、住民と複数回の

意見交換を行う。これがほかの条例と違うとこ

ろです。

最後のケース、これがいちばん気になるとこ

ろだと思われますが、府中、調布、国分寺が該

当します。これらの自治体が最初にこういった

条例による規制を開始したのですが、開発をど

うするかというより前の段階である土地取引行

為の届出審査を行うというものです。大規模土

地取引の届出審査を行い、それに対して第三者機関が早

くから関わって、なるたけ紛争等が起きないように、開

発に関するお願い事項を事前に決めて、それを付けて買

い手に土地を購入していただくというものです。まちづ

くり条例による開発手続きは、前段階の４つの土地利用

の構想から始まるタイプと、最後の土地取引そのものに

ついての審査をするというタイプに分かれるように思い

と、例えば鎌倉や秦野では、今ここで赤くなっています

周辺住民への説明会・報告、意見書・見解書の交換とい

うのがありますが、比較的早い段階で説明会とかを行う

という特徴があります。これがほかの１７の市町村に比

べると、手続き上はそういう位置づけが特徴として見ら

れると思います。

次のタイプとして考えられるのが、三鷹や厚木です。

まちづくり条例を通じた開発手続

例条りくづちまの体治自圏京東

まち くり条例を通じた開発手続

れ流の続手業事るす対に発開模規大■ （各市の特徴）

周説土の 意の 市説 土の 審助土の 周
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鎌倉市 秦野市 早期、継続的に補完した説明会等 行政･事業者・市民

三鷹市 厚木市 住民に対する通知等 行政・事業者

町田市 住民への早期周知 事業者・市民

横浜市 住民との数度の意見交換 事業者･市民

府中市 調布市
国分寺市

大規模土地取引行為の届出・審査
第３者機関が早期の段階から関わる仕組み

み組り取の制規発開の体治自たっなとから明らか査調トーケンア

土地取引規制の多くは クラスタ の大都市

取地土
模規 期時

街市 区化 街市 化調 区整
スラク
ータ

制規引取地土 業事発開

土地取引規制の多くは、クラスター1・2の大都市

制規引
模規 期時

街市
域

調街市
域
㎡00003㎡0003㎡0005月か62例条りくづちま市倉鎌

○2例条地土りくづちま習学涯生市川掛
月か3㎡0005月か62例条るす関に備整の境環住市瀬清

ータ

㎡0005
月か3㎡0005月か62例条りくづちま域地市中府

条るす関に準基びよおき続手るけおに業事発開市平小
例

変の画計業事㎡0005月か32
時な能可が更

月か3㎡0005月か62例条りくづ街むくぐはをとさるふるすとっほ市布調
街市摩多 りくづ 例条 か月 ㎡

㎡0005
㎡0005

㎡0005
㎡街市摩多 りくづ 例条 32 か月 0005 ㎡

㎡0052例条るす関に等準基び及発開地宅市山村東
㎡0002前日411例条りくづちま区馬練

○1例条るす関に整調の画計設建ンョシンマ区東江
為行発開模規大市越上 化正適 に関 るす 例条 ○ 外計都 ㎡

上以戸02、㎡005
㎡0003床延

0003 ㎡

為行発開模規大市越上 の 化正適 に関 るす 例条 3 ○ 外計都 0003： ㎡
㎡0053綱要導指発開市部日春
㎡0053綱要導指等為行発開市手幸

るす関に制抑発開宅住のめたの全保境環育教市宮西
綱要導指

上以戸０１3
綱要導指

㎡00035定規導指前事用利地土市山烏須那

クラスター2では 0005 ㎡が一つの基準
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これは周辺住民・市民への説明が非常に重視さ

れているケースと言うことができると思いま

す。町田については、土地取引の土地利用構想

の届出公開よりも、さらに早く周辺住民に対し

て情報を提供する。これが条例の中に位置づけ

られるという特徴があります。横浜は、土地利

用の構想の届出がされた後に、住民と複数回の

意見交換を行う。これがほかの条例と違うとこ

ろです。

最後のケース、これがいちばん気になるとこ

ろだと思われますが、府中、調布、国分寺が該

当します。これらの自治体が最初にこういった

条例による規制を開始したのですが、開発をど

うするかというより前の段階である土地取引行

為の届出審査を行うというものです。大規模土

地取引の届出審査を行い、それに対して第三者機関が早

くから関わって、なるたけ紛争等が起きないように、開

発に関するお願い事項を事前に決めて、それを付けて買

い手に土地を購入していただくというものです。まちづ

くり条例による開発手続きは、前段階の４つの土地利用

の構想から始まるタイプと、最後の土地取引そのものに

ついての審査をするというタイプに分かれるように思い

と、例えば鎌倉や秦野では、今ここで赤くなっています

周辺住民への説明会・報告、意見書・見解書の交換とい

うのがありますが、比較的早い段階で説明会とかを行う

という特徴があります。これがほかの１７の市町村に比

べると、手続き上はそういう位置づけが特徴として見ら

れると思います。

次のタイプとして考えられるのが、三鷹や厚木です。

まちづくり条例を通じた開発手続

例条りくづちまの体治自圏京東

まち くり条例を通じた開発手続

れ流の続手業事るす対に発開模規大■ （各市の特徴）
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鎌倉市 秦野市 早期、継続的に補完した説明会等 行政･事業者・市民

三鷹市 厚木市 住民に対する通知等 行政・事業者

町田市 住民への早期周知 事業者・市民

横浜市 住民との数度の意見交換 事業者･市民

府中市 調布市
国分寺市

大規模土地取引行為の届出・審査
第３者機関が早期の段階から関わる仕組み

み組り取の制規発開の体治自たっなとから明らか査調トーケンア

土地取引規制の多くは クラスタ の大都市

取地土
模規 期時

街市 区化 街市 化調 区整
スラク
ータ

制規引取地土 業事発開

土地取引規制の多くは、クラスター1・2の大都市

制規引
模規 期時

街市
域

調街市
域
㎡00003㎡0003㎡0005月か62例条りくづちま市倉鎌

○2例条地土りくづちま習学涯生市川掛
月か3㎡0005月か62例条るす関に備整の境環住市瀬清

ータ

㎡0005
月か3㎡0005月か62例条りくづちま域地市中府

条るす関に準基びよおき続手るけおに業事発開市平小
例

変の画計業事㎡0005月か32
時な能可が更

月か3㎡0005月か62例条りくづ街むくぐはをとさるふるすとっほ市布調
街市摩多 りくづ 例条 か月 ㎡

㎡0005
㎡0005

㎡0005
㎡街市摩多 りくづ 例条 32 か月 0005 ㎡

㎡0052例条るす関に等準基び及発開地宅市山村東
㎡0002前日411例条りくづちま区馬練

○1例条るす関に整調の画計設建ンョシンマ区東江
為行発開模規大市越上 化正適 に関 るす 例条 ○ 外計都 ㎡

上以戸02、㎡005
㎡0003床延

0003 ㎡

為行発開模規大市越上 の 化正適 に関 るす 例条 3 ○ 外計都 0003： ㎡
㎡0053綱要導指発開市部日春
㎡0053綱要導指等為行発開市手幸

るす関に制抑発開宅住のめたの全保境環育教市宮西
綱要導指

上以戸０１3
綱要導指

㎡00035定規導指前事用利地土市山烏須那

クラスター2では 0005 ㎡が一つの基準

例の実態

そこで、はじめに土地取引のところまでを規定した３

つの市について詳しく見ます。３つの市は大規模土地取

引について助言をするとき、何を基準に考えているかで

すが、府中については都市計画マスタープラン、国分寺

市では都市計画マスタープラン、国分寺市の基本計画、

環境基本計画、福祉基本計画、地区計画、こういう計画

が対象になっています。そして、調布市では、都市計画

マスタープランです。最初にお見せいたしましたように、

行政が土地のあり方を開発申請する側に一体何を基準に

要求するのかというのは、都市マスタープランが１つの

解答になっていそうだということが見えてきます。対象

は先ほど申し上げましたように、５，０００平米、届出の時

期が行為の６カ月前、これが３つの市の共通事項になっ

ています。国土利用計画法と同じ５，０００平米です。この

５，０００平米というのは、国土利用計画法の５，０００という

のをそのまま持ってきて、取り入れているのだと思われ

ます。

審査員ですが、府中は学識経験者が５人、国分寺は学

識経験者以外に市民の方が入っていらっしゃいます。調

ます。

その審査の対象となる規模等を見ていきますと、土地

取引についてはやはり５，０００平米というのがプロットタ

イプとなっています。そして、こういった手続きを位置

づけている行政体が、さきほどのクラスターグループで

見ますと、上から２つ目に位置していた大都市縁辺部、

つまり工場用地とか企業の有形ブランドが売りに出され

て、それで開発が動くようなタイプのところが多く該当

しており、こういった条例を制定するケースが多いと言

えると思います。

土地取引については５，０００平米、開発事業はやはり

５，０００平米が対象となります。これが１の基準となって

条例が運用されています。５，０００平米を超えるものを対

象として、何らかの手続きが行政の中で細かくなされる

というのが１つのトレンドとなっていると言えます。そ

れも大都市の縁辺部で増えてきているということです。

そういう状況がこういった調査等をやっていると見えて

くるわけです。

■都市計画マスタープランとの関係にみるまちづくり条

都市計画マスタ プランとの関係にみるまちづくり条例の実態

態実の例条りくづちまるみに係関のとンラプータスマ画計市都

都市計画マスタープランとの関係にみるまちづくり条例の実態

況状のンラプータスマ画計市都と例条りくづちまるみに市３■

市布調市寺分国市中府

22.9.61H42.6.61H42.9.51H

計本基市寺分国、ＰＭ市都

名体治自

ま
大ち

取

年定策

本基祉福、画計本基境環、画ＰＭ市都画計準基
等画計区地、画計

ＰＭ市都

準基象対

期時出届 為行 の6ヶ 前月

上以㎡0005

づ
く
り
条

規
模
土
地

取
引
行
為

期時出届

名5者験経識学名7民市募公、名6者験経識学名5者験経識学

03.6.01H32.2.21H4.01.41H
○ ○ ×

為行 の6ヶ 前月条
例

地

員委の会査審

年定策
都
市

定制例条 の 述記 ○ ○ ×
○○○
○○×

成作りよ」ンラプータスマ画計市都「、」例条りくづちま「の市布調、市寺分国、市中府　）料資

想構体全

想構別域地

市
ＰＭ

定制例条 の 述記

共通点 大規模土地取引行為の届出対象基準、対象時期

国土利用計画法と同じ５０００㎡
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の基準、このあたりがそれぞれ違っています。

■府中市における大規模開発の状況

そこで、一番古くからこの条例の運用を行っている府

中市に着目して、そこでの大規模な土地取引、そこで一

布も学識経験者だけ。こういう構成で進められています。

基本となるマスタープランですが、策定年は、調布が

一番古いですね。全体構想はみんな持っていますが、地

域別の構想を府中は持っていません。ここで出てくる課

題として、出てきた事業の内容にどこまで細かい指導が

できるのかということがあります。この辺がネックにな

ってくると思われます。審査機関の委員、それから運用

態実の例条りくづちまるみに係関のとンラプータスマ画計市都

都市計画マスタープランとの関係にみるまちづくり条例の実態

■３市 りくづちまるみに 例条 と 画計市都 のンラプタスマ 況状

市布調市寺分国市中府

22.9.61H42.6.61H42.9.51H

市都 ＰＭ 計本基市寺分国

名体治自

ま
年定策

■３市 りくづちまるみに 例条 と 画計市都 タスマ ー のンラプ 況状

ＰＭ市都画計準基
市都 ＰＭ 、 計本基市寺分国

本基祉福、画計本基境環、画
等画計区地、画計

ＰＭ市都

準基象対 ㎡0005 以上

ち
づ
く
り

大
規
模
土

取
引
行
為 準基象対

期時出届

名5者験経識学名7民市募公、名6者験経識学名5者験経識学

03.6.01H32.2.21H4.01.41H

前月ヶ6の為行

以
条
例

地
為

員委の会査審

年定策
都 ×○○

○○○
○○×

づ プ

想構体全

想構別域地

都
市
ＰＭ

述記の定制例条

ちま「の市布調、市寺分国、市中府　）料資 づ ータスマ画計市都「、」例条りく プ 成作りよ」ンラ

審査機関の委員 運用時の基準計画 （国分寺市）相違点 審査機関の委員、運用時の基準計画 （国分寺市）相違点

発開模規大

況状の発開模規大るけおに市中府

府中市における大規模開発の状況
発開模規大

件61域地用専居住層高中種一第
件21域地業工準

域地途用
系居住 系業商 系業工

係関のと域地途用と地用利未低模規大、発開模規大るけおに市中府■

業工工準商商近住準住二住一中一低一
域区91161100262数域区
ah3.239.57.75.07.0005.85.75.1積面

計

地用利未
　
大
規

　
低
未

系居住 系業商 系業工

%91.1%20.4%04.3%09.0%05.0%0%0%15.7%34.1%31.0合割
域区89161937642123644数域区
ah7.7631.534.98211.011.42.41.243.2014.86積面

合割 %219 %1531 %038 %157 %1141 %942 %893 %4472 %5273 %3521

規
模

未
利
用
地

地用利低
合割 9. %21 31 . %15 8. %03 7. %15 41 . %11 2. %94 3. %89 72 . %44 73 . %52 21 . %35

81051001182宅住同共
01240002200等所務事・舗店

場工 ・ 等庫倉 2 2 0 0 0 0 0 2 2 8

大
規
模 場工 等庫倉 2 2 0 0 0 0 0 2 2 8

51000110463設施共公
201010000他のそ
3542112137617計

模
開
発

注） 中表 の 掛網 はけ 都京東 の 値均平 りよ 高 をのもい 示 るいてし たま 域地用専居住層低種二第 高中種二第

」）分年51H～6H（簿録登物築建層高中「市中府　）料資 よ」査調況現用利地土都京東度年41成平「省通交土国、
成作り

注） 中表 の 掛網 はけ 、 都京東 の 値均平 りよ 高 をのもい 示 るいてし 。 たま 、 域地用専居住層低種二第 、 高中種二第
。たし外除、為たっか無が発開び及地用利未低模規大、はていつに域地用専業工、域地用専居住層
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の基準、このあたりがそれぞれ違っています。

■府中市における大規模開発の状況

そこで、一番古くからこの条例の運用を行っている府

中市に着目して、そこでの大規模な土地取引、そこで一

布も学識経験者だけ。こういう構成で進められています。

基本となるマスタープランですが、策定年は、調布が

一番古いですね。全体構想はみんな持っていますが、地

域別の構想を府中は持っていません。ここで出てくる課

題として、出てきた事業の内容にどこまで細かい指導が

できるのかということがあります。この辺がネックにな

ってくると思われます。審査機関の委員、それから運用

態実の例条りくづちまるみに係関のとンラプータスマ画計市都

都市計画マスタープランとの関係にみるまちづくり条例の実態

■３市 りくづちまるみに 例条 と 画計市都 のンラプタスマ 況状

市布調市寺分国市中府

22.9.61H42.6.61H42.9.51H

市都 ＰＭ 計本基市寺分国

名体治自

ま
年定策

■３市 りくづちまるみに 例条 と 画計市都 タスマ ー のンラプ 況状

ＰＭ市都画計準基
市都 ＰＭ 、 計本基市寺分国

本基祉福、画計本基境環、画
等画計区地、画計

ＰＭ市都

準基象対 ㎡0005 以上

ち
づ
く
り

大
規
模
土

取
引
行
為 準基象対

期時出届

名5者験経識学名7民市募公、名6者験経識学名5者験経識学

03.6.01H32.2.21H4.01.41H

前月ヶ6の為行

以
条
例

地
為

員委の会査審

年定策
都 ×○○

○○○
○○×

づ プ

想構体全

想構別域地

都
市
ＰＭ

述記の定制例条

ちま「の市布調、市寺分国、市中府　）料資 づ ータスマ画計市都「、」例条りく プ 成作りよ」ンラ

審査機関の委員 運用時の基準計画 （国分寺市）相違点 審査機関の委員、運用時の基準計画 （国分寺市）相違点

発開模規大

況状の発開模規大るけおに市中府

府中市における大規模開発の状況
発開模規大

件61域地用専居住層高中種一第
件21域地業工準

域地途用
系居住 系業商 系業工

係関のと域地途用と地用利未低模規大、発開模規大るけおに市中府■

業工工準商商近住準住二住一中一低一
域区91161100262数域区
ah3.239.57.75.07.0005.85.75.1積面

計

地用利未
　
大
規

　
低
未

系居住 系業商 系業工

%91.1%20.4%04.3%09.0%05.0%0%0%15.7%34.1%31.0合割
域区89161937642123644数域区
ah7.7631.534.98211.011.42.41.243.2014.86積面

合割 %219 %1531 %038 %157 %1141 %942 %893 %4472 %5273 %3521

規
模

未
利
用
地

地用利低
合割 9. %21 31 . %15 8. %03 7. %15 41 . %11 2. %94 3. %89 72 . %44 73 . %52 21 . %35

81051001182宅住同共
01240002200等所務事・舗店

場工 ・ 等庫倉 2 2 0 0 0 0 0 2 2 8

大
規
模 場工 等庫倉 2 2 0 0 0 0 0 2 2 8

51000110463設施共公
201010000他のそ
3542112137617計

模
開
発

注） 中表 の 掛網 はけ 都京東 の 値均平 りよ 高 をのもい 示 るいてし たま 域地用専居住層低種二第 高中種二第

」）分年51H～6H（簿録登物築建層高中「市中府　）料資 よ」査調況現用利地土都京東度年41成平「省通交土国、
成作り

注） 中表 の 掛網 はけ 、 都京東 の 値均平 りよ 高 をのもい 示 るいてし 。 たま 、 域地用専居住層低種二第 、 高中種二第
。たし外除、為たっか無が発開び及地用利未低模規大、はていつに域地用専業工、域地用専居住層

大規模開発、赤が５，０００平米以上の低未利用地を表して

います。これによって、準工の指定がされ、敷地規模が

大きく、比較的眺めのいい多摩川沿いのところでは、事

業性を考えればできるだけ大きいものをつくりたいと一

般的に思われると思います。結果論、周辺は細かい住宅

がたくさんあるのにかかわらず、このような大きい開発

ができます。市民にとってはこの間まで見えていた川の

景観が見えないとか、前から建っていたものと大きさが

違うというので、いろいろな問題が起きてきます。

そこで、第一種中高層住居専用地域や準工業地域の指

定を受けているここでの開発への紛争をどのように考え

ていけばいいのかが課題になります。もちろん、市にし

ても余っている遊休地の活用は必要でしょうし、土地を

売りたい方もいらっしゃる。それによって新しい人口を

地域で受け入れることもできる。多くの人が幸せに暮ら

して、良い開発ができるようにしていくにはどのように

していけばいいのか、これが今大きな課題になるわけで

す。しかし、この手続きを考えると、事業者の方にとっ

ては、こんな面倒くさいものが間に入ってきてしまうこ

とが問題だと思うのですが、地域の紛争が起こらないよ

うにすることが、今後その敷地で暮らす人たちのために

体どのような指導が行われているのか、こういう話をさ

せていただきたいと思います。府中市で大規模な低未利

用地がどのくらい存在するのかを、まず見ていただきま

す。未利用地、低利用地を見ていきます。未利用地につ

いては、一番上のものが第一種住居地域で７％、しかし

ながら低利用地を見ていきますと結構ばらつきがありま

して、すごく余っているところ、工業系の用途地域、工

業と準工業を合わせますと５割以上を占めています。そ

れから第１種中高層住居専用地域が結構多いです。つま

り、比較的開発できそうな土地が余っていて、これらの

有効利用をすると、大きな開発が可能なため、どうして

も地域と軋轢が起きる可能性が高い訳です。

実際問題、出てきた土地取引それから大規模な開発の

状況を見てみますとこのような感じになっていまして、

今まで出てきた開発案件、大規模開発の状況を見ると、

第一種中高層住居専用地域が１６件、準工業が１２件なの

で、大きな開発ができるタイプの土地が動いて、そこで

開発が起きる。これが一目瞭然に見えてくるわけです。

なぜこういった地域の条例で大きな開発を縛ることに

なってしまったかですが、この地図のグレイのポイント

が平成１４年以前の大規模開発で、●が平成１５年以降の

府中市における大規模開発の状況
第一 域地用専居住層高中種 、準工 域地業 の

況状の発開模規大るけおに市中府

況状の発開模規大るけおに市中府■
域地用専居住層高中種第 、 域地業準 の

発開のへい沿川摩多るいてけ受を定指

×
好良 な 境環川河 の 持維 を求 るめ 民住域地好良 な 境環川河 の 持維 を求 るめ 民住域地
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ピングセンター、工場、倉庫などさまざまなものがあり

ます。取り引きされるときに、府中市ではその都市計画

マスタープランに書かれている文言をもとに、土地利用

の方向性を、土地を売る方、それから開発をされる方に

対して助言をすることになっています。

これまで一体どのようなことが言われてきたのかを、

次に見ていきます。事例が、今ここにＡからＩまであり

ます。ＡからＩまで、都市計画マスタープランにあるゾ

も必要でしょうし、良好な地域づくりを考えるときにど

のようなよりよい仕組みが考えられるかが課題となりま

す。それで府中市の地域まちづくり条例が２００３年にで

きました。

■府中市における大規模開発のコントロール

府中市のこれまでの手続きの状

況を少しお話しさせていただきた

いと思います。これは平成１５年、

１６年、１７年の土地取引と土地利用

構想を表したものです。これを見

ていただいても、大規模な土地取

引行為が全部で１３件、そして土地

利用構想の届出は６件です。タイ

ムラグがあるのは、取引に６カ月、

開発までにまたさらに６カ月とい

う時間がかかりますので、両者の数

に違いがあり、取引の数が多くなっ

ております。土地利用の目的につい

てみると、分譲マンションやショッ

助言内容にみる都市計画マスタープランの役割

ルーロトンコの発開模規大るけおに市中府

係関のと容内言助と針方用利地土るけおにンラプータスマ画計市都市中府■

名ンーゾ
）数件（

針方用利地土

容内言助

項事連関のと性特域地の他のそ項事連関のとＰＭ市都
目用利地土

的

ンラプータスマ画計市都
例事
ｏＮ

A 庫倉流物
活業産な全健

現実の動
のと境環辺周

和調
①

のと路道辺周
合整

B 場工刷印
活業産な全健

現実の動
のと境環辺周

和調
②

のい沿川摩多
慮配のへ観景

域地辺周 と調

業事中府気電本日、所務事中府芝東
大の等場工ルービ野蔵武ーリトンサ、場

場工模規 や 小中 の 等設施業工 が多く立業産 ンゾ

C 利ままの状現
用

活業産な全健
現実の動

②
域地辺周 と調

景市都たし和
観 成形の

③
計区地町鋼日

守遵の画
④

議協りくづちま
議協のと会

D 利ままの状現
用

活業産な全健
現実の動

②
調と域地辺周
景市都たし和

観 成形の
③

計区地町鋼日
守遵の画

④
議協りくづちま

議協のと会

場工模規 や 小中 の 等設施業工 が多く立
、はていつに区地るす地 周辺地区との

調和・共存を踏まえつつ、生産・居住環
境の整備・充実 。すまし進促を
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）５（

業・業商道沿
ンーゾ務

）１（

務業･業商道沿 ゾ 、はでンー 沿道におけ
る商業･業務･サービス機能と集合住宅
等の都市型住宅とが調和した沿道の土
地利用を 導誘 まし す。
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層低 専宅住 用ゾ 、はでンー 戸建の低層

地緑・園公
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転

用専宅住層低
ンーゾ
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住宅を主体に落ち着いた雰囲気を持っ
た良好なこ住環境の形成 。すまし導誘を

域区るす在存く多が区地地緑産生、たま
住居な好良たし存共と地農、はていおに

境環 の 成形 を 導誘 し すま 。

と地宅住層低
な好良のてし

用利地土
①

建格適不存既
替て建の物築
点意留の時え

②
のへ境環辺周
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②
層低の辺周 住
慮配のへ地宅

④
辺周るめ求 住

認の見意の民
識

議協るよに加参民住④、守遵のルールりくづちま③、和調のと境環辺周②、備整の面ドーハ①　）注

、」ンラプータスマ画計市都中府「）2002（市中府　）料資 成作りよ」言助るす対に為行引取地土模規大「

府中市地域まちづくり条例にみる運用実態

ルーロトンコの発開模規大るけおに市中府

府中市地域まちづくり条例にみる運用実態

引取 想構

況状出届の想構用利地土、為行引取地土模規大■

引取 想構
５１Ｈ 12
６１Ｈ 37
７１Ｈ 24
庫倉 場工 2 2

年出届 大規模土地取引行為の届出⇒13件
土地利用構想の届出⇒ 6件

土地利用の目的は、
分譲マンション、ショッピングセンター、
工場 倉庫など

庫倉 ・ 場工 2 2
ンョシンマ譲分 31

どな所宿合・場球 11
グンピッョシ セ タン ー 01

地土
の用利
的目 工場・倉庫など

タングンッョシ
定未・転移ままの状現 8

000,01～000,5 14
000,02～000,01 36

02 000 ～ 3 2

的目

業事
模規
）㎡（ 02 , 000 ～ 3 2

りあ 2
しな 4

料資 ） 市中府 「 地土模規大 引取 為行 に対 るす
言助 「 業事発開模規大 に対 るす 言助 りよ

更変 の
出届

）㎡（

言助 、」 「 業事発開模規大 に対 るす 言助 」 りよ
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ピングセンター、工場、倉庫などさまざまなものがあり

ます。取り引きされるときに、府中市ではその都市計画

マスタープランに書かれている文言をもとに、土地利用

の方向性を、土地を売る方、それから開発をされる方に

対して助言をすることになっています。

これまで一体どのようなことが言われてきたのかを、

次に見ていきます。事例が、今ここにＡからＩまであり

ます。ＡからＩまで、都市計画マスタープランにあるゾ

も必要でしょうし、良好な地域づくりを考えるときにど

のようなよりよい仕組みが考えられるかが課題となりま

す。それで府中市の地域まちづくり条例が２００３年にで

きました。
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１６年、１７年の土地取引と土地利用

構想を表したものです。これを見

ていただいても、大規模な土地取

引行為が全部で１３件、そして土地

利用構想の届出は６件です。タイ

ムラグがあるのは、取引に６カ月、

開発までにまたさらに６カ月とい

う時間がかかりますので、両者の数

に違いがあり、取引の数が多くなっ

ております。土地利用の目的につい
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ているかですが、東芝の府中

事務所や日本電気の府中事業

所、サントリー武蔵野ビール

工場などの大規模工場や中小

の工業施設などが多く立地す

る地域では、「周辺地域との

調和・共存を踏まえて、生産・

居住環境の整備充実を促進し

ます。」と書かれております

ので、それを踏まえた助言は、

どうしても「健全な産業活動

の実現や周辺環境との調和」

というものになります。これ

以上に言えること、これを超

えて言うことはなかなか難し

いということになっていきま

す。

次に開発事業が起きるとき

に、どのような内容の助言を

するのかですが、これにつき

ましては、例えばＢだと多

摩川沿いの景観に配慮してほ

しいとか、周辺地域と調和し

た都市景観の形成など、周辺

との調和とか共生とかよい景

観をつくるとか、比較的抽象

的な言葉での指導にとどまる

ということがあります。しか

し、私自身も府中の土地利用

の審査委員ですが、何をもと

に助言すればいいか、ここで

書いた調和というものを事業

サイドはどのようにとられる

のか、そのゴールが抽象的に

書いてしまうと、どのように

とらえられるのかわかりませ

ん。ただ、私たちが思っているよりも、もっと良いもの

を計画してくださる可能性もありますし、審査側、事業

者側、両方にとってのチャレンジなのかもしれません。

ここがまちづくり条例における協議での難しさだと思っ

ています。協議の根拠を都市計画マスタープランが適切

かとなると、マスタープラン自体が非常に抽象的に書か

れているので、助言する側も、何を言っていいのか考え

ることがあります。

こういった助言の手続きを踏まえながら進む開発事業

ーンはバラバラです。ほとんどが第１種中高層住居専用

地域や準工業地域ですが、ばらばらです。そして、Ａか

らＥまでが産業ゾーン。これは準工業地域に位置してい

ます。準工業地域の産業ゾーンは、大体が産業の育成が

都市計画マスタープランに位置づけられていますので、

助言の内容は、「健全な産業活動を実現してください」

とか、「周辺環境と調和したものを望む」、そういう助言

のなされるケースが多くなっています。

都市計画マスタープランにどのような言葉で説明され

助言内容にみる都市計画マスタープランの役割

ルーロトンコの発開模規大るけおに市中府

係関のと容内言助と針方用利地土るけおにンラプータスマ画計市都市中府■

助言内容にみる都市計画マスタ プランの役割

ンラプータスマ画計市都例事 容内言助

名ンーゾ

A 和調のと境環辺周現実の動活業産な全健ンーゾ業産

例事
ｏＮ 項事連関のとＰＭ市都

B 和調のと境環辺周現実の動活業産な全健ンーゾ業産

C 現実の動活業産な全健ンーゾ業産C

D 現実の動活業産な全健ンーゾ業産

業産 ゾーン業産 ンゾ

ンーゾ務業・業商道沿

F ンーゾ地緑・園公
充の能機のてしと地緑園公

実

E 和調のと境環辺周現実の動活業産な全健

産業ゾーン ⇒ 「健全な産業活動の実現」・「周辺環境との調和」
G ンーゾ地緑・園公

充の能機のてしと地緑園公
実

H 用専宅住層低 ゾーン
な好良のてしと地宅住層低

産業ゾ ン ⇒ 「健全な産業活動の実現」 「周辺環境との調和」

産業ゾーン

所務事中府芝東 場業事中府気電本日 リトンサ ー 野蔵武 ビール 等場工 の 規大H 用専宅住層低 ンゾ
用利地土

I ンーゾ用専宅住層高中
好良のてしと地宅住層高中

成形の境環住居な

所務事中府芝東 、 場業事中府気電本日 、 リトンサ 野蔵武 ルビ 等場工 の 規大
、はていつに区地るす地立く多が等設施業工の小中や場工模 周辺地区との調

和・共存を踏まえつつ、生産・居住環境の整備・充実を促進します。

助言内容にみる都市計画マスタ プランの役割

ルーロトンコの発開模規大るけおに市中府

係関のと容内言助と針方用利地土るけおにンラプータスマ画計市都市中府■

助言内容にみる都市計画マスタープランの役割

容内言助
的目用利地土

例事

A 合整のと路道辺周庫倉流物

項事連関のと性特域地の他のそ
的目用利地土

ｏＮ

B 場工刷印
のへ観景のい沿川摩多

慮配

C 用利ままの状現
都たし和調と域地辺周

観景市 の 成形
守遵の画計区地町鋼日

協のと会議協りくづちま
議 域地辺周 のと 和調観景市 の 成形 議

D 用利ままの状現
都たし和調と域地辺周

成形の観景市
守遵の画計区地町鋼日

協のと会議協りくづちま
議

観景市都 の 成形E 状現 ままの 転移

域地辺周 のと 和調

F 宅住建戸
の盤基市都のどな路道

備整
適快るけおに域地辺周

保確の境環活生な

観景市都 の 成形E 状現 ままの 転移

G 練内屋、所宿合、場球
場習

機のてしと場動運合総
持維の能

建たし慮配に境環辺周
模規築

H 転移ままの状現
建の物築建格適不存既

て替え時の 点意留
慮配のへ境環辺周H て替え時の 点意留

I 宅住建戸、宅住合集
のへ地宅住層低の辺周

慮配
周るめ求を物築建層低

識認の見意の民住辺
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の方が１２階建てのマンシ

ョンと戸建て住宅という計

画をして、最終的には三者

の協議で、形、高さ、利用

のあり方とが変わったとい

うケースです。

土地取引をするときの条

件が普通のものと違ったの

は、一般競争入札だったか

らです。競争入札をする

ということは、もちろんそ

こが第一種中高層住居専用

地域というものはあります

が、府中市が条例の中で地

域まちづくりのあり方とい

うのを考えています。それ

をまず財務省にお話をした

上で、財務省に対して競争

入札の中での条件を市側はこのように考えているという

のをお伝えし、それがそのまま土地の条件として、入札

のときの資料として添付されました。それがこの２つで

す。これは文言そのまま持ってきました。１つ目が、「将

来的には中高層住宅地としての良好な居住環境を有する

ところであるが、現状では当該土地周辺に低層住宅地が

形成されているため、利用計画の際には周辺環境に配慮

する必要性がある。」２つ目が、「周辺住民から当該土地

の利用を低層建築物にしてほしい旨の意見が出されてい

ることを十分認識する必要性がある。」つまり、こうし

た条件を提示することで、第一種中高層住居専用地域の

指定を受けている、駅から近い、そういう好立地であっ

ても、もしかしたら指定容積そのまま使えないかもしれ

ないということを、あらかじめ競争入札のときにお知ら

せする。そういうことで、事業を進めていただいたわけ

です。

最初に出された申請内容を起こしてみると、このよう

な形になりました。地域との協議でいろいろ話題になっ

たのは、建物の高さ、壁面の位置、あと不成形な敷地形

状にありました戸建ての３区画の話題でした。それで、

府中市の中で今度は開発の申請に対して、土地利用のあ

り方についてどのような助言をしていけばいいのかとい

うのが、次に話題になってきたわけです。

１つ目に、地域住民がここには地区計画をつくるべき

だと、いろいろな案が上がってくるということがありま

した。２つ目は、ここには高さの制限はかかっていませ

んでした。しかし、近隣の準工業地域の高さ制限、府

ですが、これまでの中でいちばん大変だったものを事例

としてご説明をしたいと思います。事業番号がＩという

ものですが、これはもともと大きな国有地を払い下げて

集合住宅が建つ、そういうタイプのものです。高さの変

更、つまり出てきた開発の計画の高さの変更をお願いし

なければいけなくなってしまったものです。

これがもともとの申請の内容から変わったのは、地域

の反対もあるとは思いますが、土地利用のあり方、建物

高さのあり方などいろいろな協議を行った意味は、地域

にとっては結構大きかったのではないかと思うわけで

す。さらに土地を売るとき、つまり、買われる土地には

このような条件がついていますというのがあらかじめ示

されているという特徴があります。その上で買われた土

地に対してどのような計画がつくられるか。土地利用構

想での協議では、これまた審査側の出した土地取引時の

条件をどのようにクリアされていますかということが質

問され、それに対して、ここに対してはこのように解答

しています、これについてはこうですという協議を行い

ます。つまり売るとき、買うときの２段階で審査がされ

ています。そういう意味でなるたけ市民と事業者と行政

の間の軋轢が少なくなるようなことを狙った手続きの仕

組みになっているわけです。

このＩという事業ですが、これが私たちが今までやっ

た中では一番大変だったものです。場所がここになりま

す、中河原。駅から非常に近い準工に隣接した第一種中

高層住居専用地域の土地です。国有地なので一般競争入

札では敷地で売却が行われました。最終的には、事業者

大規模開発 の審査内容の反映

ルーロトンコの発開模規大るけおに市中府

の想構用利地土、為行引取地土模規大■ 2 況状の件案たけ受を査審のつ

大規模開発への審査内容の反映
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業産
ンーゾ　

業工
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地緑・園公
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低一

想構用利地土 の 出届 に対 るす 言助 導指 は 時為行引取地土模規大 に行 た
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球野学大
設施部

・宅住層低
園公画計市都

地緑・園公
ンーゾ　

高中一

I 022501
宅住合集 、 宅住層低 宅住層高中

高中

想構用利地土 の 出届 に対 るす 言助 ・ 導指 は、 時為行引取地土模規大 に行った
い強がい合味意の認確の容内導指・言助

I 22501 .0
宅住合集 、
宅住建戸

宅住層低
場工・

宅住層高中
ンーゾ用専　

一 高中

「土地取引時」、「構想届出時」の２段階の審査により
開発コントロールの効果を高めている
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の方が１２階建てのマンシ

ョンと戸建て住宅という計

画をして、最終的には三者

の協議で、形、高さ、利用

のあり方とが変わったとい

うケースです。

土地取引をするときの条

件が普通のものと違ったの

は、一般競争入札だったか

らです。競争入札をする

ということは、もちろんそ

こが第一種中高層住居専用

地域というものはあります

が、府中市が条例の中で地

域まちづくりのあり方とい

うのを考えています。それ

をまず財務省にお話をした

上で、財務省に対して競争

入札の中での条件を市側はこのように考えているという

のをお伝えし、それがそのまま土地の条件として、入札

のときの資料として添付されました。それがこの２つで

す。これは文言そのまま持ってきました。１つ目が、「将

来的には中高層住宅地としての良好な居住環境を有する

ところであるが、現状では当該土地周辺に低層住宅地が

形成されているため、利用計画の際には周辺環境に配慮

する必要性がある。」２つ目が、「周辺住民から当該土地

の利用を低層建築物にしてほしい旨の意見が出されてい

ることを十分認識する必要性がある。」つまり、こうし

た条件を提示することで、第一種中高層住居専用地域の

指定を受けている、駅から近い、そういう好立地であっ

ても、もしかしたら指定容積そのまま使えないかもしれ

ないということを、あらかじめ競争入札のときにお知ら

せする。そういうことで、事業を進めていただいたわけ

です。

最初に出された申請内容を起こしてみると、このよう

な形になりました。地域との協議でいろいろ話題になっ

たのは、建物の高さ、壁面の位置、あと不成形な敷地形

状にありました戸建ての３区画の話題でした。それで、

府中市の中で今度は開発の申請に対して、土地利用のあ

り方についてどのような助言をしていけばいいのかとい

うのが、次に話題になってきたわけです。

１つ目に、地域住民がここには地区計画をつくるべき

だと、いろいろな案が上がってくるということがありま

した。２つ目は、ここには高さの制限はかかっていませ

んでした。しかし、近隣の準工業地域の高さ制限、府

ですが、これまでの中でいちばん大変だったものを事例

としてご説明をしたいと思います。事業番号がＩという

ものですが、これはもともと大きな国有地を払い下げて

集合住宅が建つ、そういうタイプのものです。高さの変

更、つまり出てきた開発の計画の高さの変更をお願いし

なければいけなくなってしまったものです。

これがもともとの申請の内容から変わったのは、地域

の反対もあるとは思いますが、土地利用のあり方、建物

高さのあり方などいろいろな協議を行った意味は、地域

にとっては結構大きかったのではないかと思うわけで

す。さらに土地を売るとき、つまり、買われる土地には

このような条件がついていますというのがあらかじめ示

されているという特徴があります。その上で買われた土

地に対してどのような計画がつくられるか。土地利用構

想での協議では、これまた審査側の出した土地取引時の

条件をどのようにクリアされていますかということが質

問され、それに対して、ここに対してはこのように解答

しています、これについてはこうですという協議を行い

ます。つまり売るとき、買うときの２段階で審査がされ

ています。そういう意味でなるたけ市民と事業者と行政

の間の軋轢が少なくなるようなことを狙った手続きの仕

組みになっているわけです。

このＩという事業ですが、これが私たちが今までやっ

た中では一番大変だったものです。場所がここになりま

す、中河原。駅から非常に近い準工に隣接した第一種中

高層住居専用地域の土地です。国有地なので一般競争入

札では敷地で売却が行われました。最終的には、事業者

大規模開発 の審査内容の反映
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宅住層高中
ンーゾ用専　
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① 想構用利地土 ていおに 最も 幅大 な 更変
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ルーロトンコの発開模規大るけおに市中府

果結議協の域地I■

大規模開発への審査内容の反映

変更内容

建物の高さ

壁面の位置壁面の位置

戸建３区画
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後に、それが継承されるようにしていただきたい。こう

いうお願いをして、助言をさせていただくということに

なりました。

結果論としてどうなったかですが、建物の高さは当初

案の１２階から８階に下がっています。これは最初１２階、

助言１を経て１０階になり、助言２を受けて、最終的に

８階に下がった。１２階、１０階、８階というように変更

されました。それから、壁面が少し後退されました。あ

と、戸建てが３戸分あったのですが、これについて都市

計画公園にしていただくということで、最終的に折り合

いがつきました。

しかし、財務省の最初の土地を売却するときの助言の

中にもあったのですが、将来ここは中高層の住宅を考え

ているエリアにあるということが言われていたように、

ここはもともと第一種中高層住居専用地域であり、都市

計画マスタープラン上も２０年後の将来像として、中高

層の住宅専用を考えるということが位置付けられている

わけです。ここで非常に矛盾が出てきます。第一種中高

層で都市計画マスタープラン上も中高層の住宅専用ゾー

ン、それでいて、そこのエリアは２階建てを中心とした

低層住宅地になってしまっている。いろいろ考えたとき

に大きな課題として残ったのが、現況の土地利用と都市

マスタープランの内容の間に大きな隔たりがあるとき

中市で２５メートルという制限をつけておりましたので、

これを考慮した計画にすると、住民に対しても説明がで

きるというのがあって、２５メートルで折り合いをつけ

てはどうかというのが１つの提案にされました。３つ目、

建築物の高さ、規模、緑地、圧迫感について、周辺住民

の方から出された意見への配慮を前提に、景観面での配

慮を行ってください。そして４つ目に、工事期間、建物

完成後の問題について、周辺からの意見に対して改めて

誠意を持って対応してください。こういうお願いを最初

の助言ということになりました。

これを受けて、一度計画の申請が修正されましたが、

出てきたものに対してもう一度助言をしなければいけ

ないということになりました。２００３年から今までの間

に、助言を２回しなければいけなかったケースは多分こ

れだけだと思います。その２回目の助言は最初にした助

言、これをできるだけ守ってほしいということ。２つ目

に、建物の高さについては近隣と引き続いて協議を行っ

てほしいというお願いをしました。３つ目に、工事期間、

建物完成後の問題について、周辺との協議を実施してほ

しい。実効性確保のための協定についての締結をしては

どうか。最後に、地区計画が周りで上がってきましたの

で、これを一緒にやってほしいということ。それがつま

り、事業が終わって物件を買われた方たちが入居された

ルーロトンコの発開模規大るけおに市中府

大規模開発への審査内容の反映

果結議協の域地I■

変更内容

１２階⇒８階

壁面の後退

建戸建３区画⇒
都市計画公園
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後に、それが継承されるようにしていただきたい。こう

いうお願いをして、助言をさせていただくということに

なりました。

結果論としてどうなったかですが、建物の高さは当初

案の１２階から８階に下がっています。これは最初１２階、

助言１を経て１０階になり、助言２を受けて、最終的に

８階に下がった。１２階、１０階、８階というように変更

されました。それから、壁面が少し後退されました。あ

と、戸建てが３戸分あったのですが、これについて都市

計画公園にしていただくということで、最終的に折り合

いがつきました。

しかし、財務省の最初の土地を売却するときの助言の

中にもあったのですが、将来ここは中高層の住宅を考え

ているエリアにあるということが言われていたように、

ここはもともと第一種中高層住居専用地域であり、都市

計画マスタープラン上も２０年後の将来像として、中高

層の住宅専用を考えるということが位置付けられている

わけです。ここで非常に矛盾が出てきます。第一種中高

層で都市計画マスタープラン上も中高層の住宅専用ゾー

ン、それでいて、そこのエリアは２階建てを中心とした

低層住宅地になってしまっている。いろいろ考えたとき

に大きな課題として残ったのが、現況の土地利用と都市

マスタープランの内容の間に大きな隔たりがあるとき

中市で２５メートルという制限をつけておりましたので、

これを考慮した計画にすると、住民に対しても説明がで

きるというのがあって、２５メートルで折り合いをつけ

てはどうかというのが１つの提案にされました。３つ目、

建築物の高さ、規模、緑地、圧迫感について、周辺住民

の方から出された意見への配慮を前提に、景観面での配

慮を行ってください。そして４つ目に、工事期間、建物

完成後の問題について、周辺からの意見に対して改めて

誠意を持って対応してください。こういうお願いを最初

の助言ということになりました。

これを受けて、一度計画の申請が修正されましたが、

出てきたものに対してもう一度助言をしなければいけ

ないということになりました。２００３年から今までの間

に、助言を２回しなければいけなかったケースは多分こ

れだけだと思います。その２回目の助言は最初にした助

言、これをできるだけ守ってほしいということ。２つ目

に、建物の高さについては近隣と引き続いて協議を行っ

てほしいというお願いをしました。３つ目に、工事期間、

建物完成後の問題について、周辺との協議を実施してほ

しい。実効性確保のための協定についての締結をしては

どうか。最後に、地区計画が周りで上がってきましたの

で、これを一緒にやってほしいということ。それがつま

り、事業が終わって物件を買われた方たちが入居された

ルーロトンコの発開模規大るけおに市中府

大規模開発への審査内容の反映

果結議協の域地I■

変更内容

１２階⇒８階

壁面の後退

建戸建３区画⇒
都市計画公園

最近話題になったものとして国分寺崖線、ここで東京都

の病院ＰＦＩ事業がありました。国分寺崖線の景観基本軸

はこんな感じになっていまして、崖線の緑を守る。それ

で建物を規制するということを考えるケースが多いで

す。東京都もこのような計画をつくっていて、「緑を守

りましょう」ということが位置づけられているわけで

に、助言はどの段階のも

のを考えてやっていけば

いいのかということです。

２０年、３０年経ったときの

将来的なまちのイメージ

として、中高層建築物が立

ち上がる、そのゴールを

目指した場合、現況、ど

んなに紛争が起きようと、

将来像を実現する機会と

するのか。それから、抽象

的な言葉で説明をする助

言内容、これについてどこ

までお願いし、何を守って

いただくのか。これは多分

受けられる方の考え方で

いろいろな違いが出てき

てしまうと思われますが。まちづくり条例で土地のコン

トロールというのは始まったばっかりで、やりながらい

ろいろ修正をしていかざる得ない状況になっているとい

うこともあります。この辺が課題になってくるのかなと

思います。

もう一つ、これは民間のものとは若干異なりますが、

大規模開発への審査内容の反映

ルーロトンコの発開模規大るけおに市中府

大規模開発 の審査内容の反映

点題問の上議協の域地I■

第一種中高層住居専用地域
低層住宅地

中高層住宅専用ゾーン
低層住宅地

現況の土地利用と都市ＭＰの内容が異なる場合の
助言・指導内容

題課 １
助言 指導内容

助言内容の遵守の度合い２

ルーロトンコの発開模規大るけおに市中府
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崖線の景観基本軸の区域は、国分寺崖線及び国分寺崖線

と一体となって景観をつくり出している地域の中で、崖

線の緑と調和した開発を求めていますということがあり

ます。地域が市境にございます。国分寺市のほうは一体

どういうことを言っているのかと言うと、国分寺は条例

す。敷地が府中市にありますが、出てきた東京都の計画

はこういうものでした。問題となったのが建物の高さで

す。最高の高さが５７．１メートルという計画が出てきま

した。つまり、高さというのが、景観を守ると言ったと

きに５７メートルという、崖線の上をはるかに超える高

さを一体どのようにとらえれ

ばいいのか。そして病院です

から、地域の中での必要性は

非常に高いということがあり

ます。これをどういうふうに

とらえていけばいいのかとい

うことです。

問題としては、東京都の景

観条例とか国分寺崖線の景観

基本軸、これが入札参加者に

対して遵守すべき法令として

示されないままにプランが形

成されて、入札が行われたと

いう経緯があります。東京都

はこの条例の中で、国分寺崖

線を位置づけて、この国分寺

ルーロトンコの発開模規大るけおに市中府

＞設施舎宿＜＞設施院病＜

要概業事　21‑5表

舎宿Ａ舎宿側西スパンャキ院病 Ｂ

積面床延 約130,5 ㎡00 約2, 96 ㎡0 約1,29 ㎡0

側東スパンャキ院病

約 3 ,5 約 , 96 約 , 9

積面床象対積容 ㎡092,1約㎡096,2約㎡000,621約

積面築建 ㎡094約㎡000,1約㎡000,22約

構造 造構震免 CR 造 CR 造 CR 造構 造構震免 CR 造 CR 造 CR 造

模規
階11上地

階1下地、階1屋棟
階4上地階５上地

さ高高最 ｍ54.21ｍ52.51ｍ1.75

ルーロトンコの発開模規大るけおに市中府
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つの事業に対して異なる側面からいろ

いろなことを言われる。これの整合性

をどう図っていくかも実は話題になり

ます。建物の高さや配置については、

この地域のまちづくり条例と景観条例

が両方かぶさってしまう。どこがどこ

まで言って、どっちが何を言わないの

か、この辺の棲み分けも必要になって、

そして今度府中では解決することにな

りました。２つの条例の中での手続き

は１つのやり方でやっていきます。問

題が起きたときに迅速に対応していく

ことをしていかない限り、新しい取り

組みはなかなか難しいのかなと思いま

す。現状の課題については解決される方向性にあります。

ただ、ほかの町、ほかの都市で、条例間の審査の時期

や審査内容の不整合、これは多分担当課が違えば可能性

として残っているのではないかと思うわけです。実際、

私自身は大学で都市計画をやり、市町村や県とお付き合

い等をしていますと、開発事業については市民が何を言

うか、それから行政が抱えている問題はどういうものが

あるのかをお伺いすることは非常に多いです。市民に対

する説明責任とかについてはいろいろなところでたくさ

んのことが言われています。しかし、どこでも同じだと

思いますが、市民、行政、それから事業される方、この

三者の連携で進めていかなければならないと言われてい

ながら、事業をされている方、民間の方のお話をお伺い

することはなかなかないように思います。多分、行政の

方も本当のところをどのように民間事業者の方が考えら

の中で、崖線の低地での開発を１５メートル、崖線の上

での建物は２０メートルの高さの規制をしています。そ

うすると、５７メートルというのはそれを大きく上回る

規模のものになってしまう訳です。

府中市の条例の中では、土地利用計画が提出されてか

ら土地利用上の審査を行って、市長から指導がされま

すが、ＰＦＩについてはもう既に開発要件に合わせてコン

ペがされている訳です。５７メートルの計画が支持され、

その後で５７メートルはだめと言うと、ＰＦＩ事業って一体

何だったのかということになってしまいます。府中市、

国分寺市、そして東京都、なおかつＰＦＩというという複

数のプレイヤーが関係してきて、そして市境という敷地

条件という非常に複雑なものの中で、このような開発審

査が起きると、一体何を指導していけばいいのか。さら

に、地域に必要な病院という、人命にかかわるというこ

とになると、建物そのもの、開

発そのものの重要性は非常に高

いということになります。こう

したケースは、手続きが難しい

のではないのかということを感

じた計画でした。

府中の取り組み等を見ていき

ますと、まちづくり条例の中で

土地取引を考え、そして開発の

事業が起きてきたときに、それ

についてさまざまなお願いする

一方で、もう一つ景観条例もあ

ります。ここでも同じように建

物の高さとか形とか配置、いろ

いろなことが言われます。異な

る条例が１つの行政体の中で１
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てし対に者業加参札入、が軸本基観景線崖寺分国・例条観景都京東 守遵

問題点問題点

ままいなれさ示てしと令法きべす 。とこたれわ行が札入、れさ成作がンラプ

もそもそ 、 都京東 はで 例条本基観景 の中で 線崖寺分国 を 置位 けづ 、「 分国もそもそ 、 都京東 はで 例条本基観景 の中で 線崖寺分国 を 置位 けづ 、 分国
景てっなと体一と線崖寺分国び及線崖寺分国、は域区の軸本基観景線崖寺

、で域地るいてし出りくつを観 発開たし和調と緑の線崖 るいてめ求を

で」例条りくづちま「、はで市寺分国 を発開ので地低線崖 51 建の上線崖ｍ
は物築 02 ｍ とこるいてしを制規さ高の

はで例条りくづちま域地の市中府 利地土、らかてれさ出提が画計用利地土
るれさなが導指らか長市、い行を議審の上用 、が IFP 併に件要発開、は業事

たせ 形で 作画計 がり 進 れらめ のペン 上に 者業事該当 が 札落 とこるいてしたせ 形で 作画計 がり 進 れらめ コ、 のペン 上に 者業事該当 が 札落 とこるいてし 。

都市景観条例との関係にみる条例運用上の課題
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都市景観条例との関係にみる条例運用上の課題

係関の」例条観景市都「と」例条りくづちま域地「の市中府■

域地 りくづちま 例条 例条観景市都域地 りくづちま 例条 例条観景市都

業事発開
の

＞為行引取地土模規大＜
引取の地土の上以㎡000,5・

＞業事発開模規大＜

＜ 為行定特 ＞
]等築建の物築建[

上以ｍ03さ高・
・ 上地 01 上以階の

準基象対
上以㎡000,5積面域区発開・

築建の宅住合集の上以戸001・
築建の物築建の上以㎡000,01積面べ延・

・ 上地 01 上以階
上以㎡000,5積面べ延・
]更変のどな用利地土[
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・ 等物建 の 彩色

目項査審
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２つ目には、契約に関してデベロッパーが受けるデメ

リットです。事業者としては届け出が早まって事業が長

期化してしまうのは、もちろん望ましくありません。開

発でタイミングを逸する可能性、市場との関係はありま

せんが。条例では土地所有者の土地売却前の契約を禁止

していますが、結果として口約束になります。仮に契約

に至らないときには訴訟に発展する可能性もありますか

ら、違う形の条例での運用を検討されたほうがいいので

はないかというご意見もありました。契約の半年前に届

け出をするために、それ以前にどのような開発が行える

のか準備になってきます。つまり、考える期間がどんど

ん長期化してしまいます。届出の段階で、もう既にある

程度の完成図が描けていないといけないので、非常に大

きな前倒しになると言われました。事業者にとって、開

発での負担には厳しい指導もあります。また一方で、ま

ちづくりの観点から必要とされる施設を提供すると決ま

れているのかご存じか、その辺はわからないところがあ

るのかなと思います。今回、私自身、民間の方々へのヒ

ヤリング調査をさせていただいて、民間の方から言われ

たことをまとめましたので、少し聞いていただければと

思います。多分、民間で事業をされていらっしゃる方は、

同じようなことを思われるのかもしれません。

■民間事業者の評価

まず、契約に関して土地所有者はデメリットを受けて

しまうというということを言われました。今、府中、調

布、国分寺から始まった土地取引の届出は６カ月前と言

われています。ほかのところの条例でも、その後いろい

ろなところで同じような形で話が進んできています。半

年前の届出というのは、土地の所有者は時間的なデメリ

ットになるのではないかというこ

とを指摘されました。相続のため

の売買。府中では大体の場合は工

場等ですから、相続のためという

のは出てきていませんが、少し事

情の異なる市町村で５，０００平米の

面積がもっと小さくなったときに、

相続で発生する土地取引が出てく

る可能性があります。相続のため

の売買の場合、死亡から１０カ月以

内に申告しなければなりませんが、

半年の届出がどうなのかという指

摘をされました。売買は内密に進め

られますので、契約締結の半年前の

届出は、土地所有者にとってはデメ

リットにならないか、ということで

す。届出が早まって事業が前倒しに

なるときに、価格の変動リスクは地

主が負うことになってしまいます。

条例の改正は複数行われて開発規

制が厳しくなり、事業の収益性が低

下してしまうと、最終的に損をして

しまうのは地主の方になる。条例制

定の背景には、一部の地域まちづく

りに非協力的なデベロッパーを規

制する必要性が多少なりとも考え

られていたと思いますが、実際に被

害を受けるのは地主の方ではない

か、こういうことが言われました。

価評の者業事間民

( )ii( ) トッリメデるけ受の者有所地土、てし連関に約契 トッリメデるけ受の者有所地土、てし連関に約契

トッリメデな的間時てっとに者有所地土、は出届の前年半
てし亡死、合場の買売のめたの続相 01 なばれけなし告申に内以月ヶ

。いなら

土、は出届の前年半の結締約契、らかとこるれらめ進に密内は買売
者有所地 トッリメデはてっとに 。者有所地 トッリメデはてっとに 。

負が主地はクスリ動変の格価、際るなにし倒前が業事、りま早が出届
。う

例条 の 正改 が 行数複 れわ 制規発開 が厳 りなくし 業事 の 性益収 が低例条 の 正改 が 行数複 れわ 、 制規発開 が厳 りなくし 業事 の 性益収 が低
。るなと主地はのるすを損に的終最、合場るす下

が想発ういとるす制規をーパッロベデの部一、はに景背の定制例条
がうろだのるあ 際実 に 害被 を受 はのるけ 主地がうろだのるあ 、 際実 に 害被 を受 はのるけ 主地

価評の者業事間民

)ii( )ii( 契約に関連してデベロッパーの受けるデメリット契約に関連してデベロッパーの受けるデメリット

。いなはくしま望はのるす化期長が業事、りま早が出届、てしと者業事
。るあも性能可るす逸をグンミイタの発開

果結、がるいてし止禁を約契の前却売地土の者有所地土、はで例条
能可るす展発に訟訴、合場いなら至に約契、に仮。るなに束約口てしと

性 めたるあも 、違う形 ので 例条 の 用運 を 討検 すべ かいなはでき 。性 めたるあも 、違う形 ので 例条 の 用運 を 討検 かいなはできす 。

え行が発開なうよのどに前以れそ、めたるすを出届に前年半の約契
てけ描が図成完の度程るあで階段出届。るあが要必るすを備準かのる

いならなばれけない いならなばれけない 。
。るす化期長が間時るかかに業事

づちま、で方一。るあが導指いし厳に担負ので発開、てっとに者業事
のりく 点観 らか 要必 るれさと 園公路道 を 供提 とるす 決 でろことたま 行のりく 点観 らか 要必 るれさと 園公路道 を 供提 とるす 決まっ でろことた 、行

。るあもとこるれわ言といなれ取け受らか点観の理管で部内政
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りに非協力的なデベロッパーを規

制する必要性が多少なりとも考え

られていたと思いますが、実際に被

害を受けるのは地主の方ではない

か、こういうことが言われました。

価評の者業事間民

( )ii( ) トッリメデるけ受の者有所地土、てし連関に約契 トッリメデるけ受の者有所地土、てし連関に約契

トッリメデな的間時てっとに者有所地土、は出届の前年半
てし亡死、合場の買売のめたの続相 01 なばれけなし告申に内以月ヶ

。いなら

土、は出届の前年半の結締約契、らかとこるれらめ進に密内は買売
者有所地 トッリメデはてっとに 。者有所地 トッリメデはてっとに 。

負が主地はクスリ動変の格価、際るなにし倒前が業事、りま早が出届
。う

例条 の 正改 が 行数複 れわ 制規発開 が厳 りなくし 業事 の 性益収 が低例条 の 正改 が 行数複 れわ 、 制規発開 が厳 りなくし 業事 の 性益収 が低
。るなと主地はのるすを損に的終最、合場るす下

が想発ういとるす制規をーパッロベデの部一、はに景背の定制例条
がうろだのるあ 際実 に 害被 を受 はのるけ 主地がうろだのるあ 、 際実 に 害被 を受 はのるけ 主地

価評の者業事間民

)ii( )ii( 契約に関連してデベロッパーの受けるデメリット契約に関連してデベロッパーの受けるデメリット

。いなはくしま望はのるす化期長が業事、りま早が出届、てしと者業事
。るあも性能可るす逸をグンミイタの発開

果結、がるいてし止禁を約契の前却売地土の者有所地土、はで例条
能可るす展発に訟訴、合場いなら至に約契、に仮。るなに束約口てしと

性 めたるあも 、違う形 ので 例条 の 用運 を 討検 すべ かいなはでき 。性 めたるあも 、違う形 ので 例条 の 用運 を 討検 かいなはできす 。

え行が発開なうよのどに前以れそ、めたるすを出届に前年半の約契
てけ描が図成完の度程るあで階段出届。るあが要必るすを備準かのる

いならなばれけない いならなばれけない 。
。るす化期長が間時るかかに業事

づちま、で方一。るあが導指いし厳に担負ので発開、てっとに者業事
のりく 点観 らか 要必 るれさと 園公路道 を 供提 とるす 決 でろことたま 行のりく 点観 らか 要必 るれさと 園公路道 を 供提 とるす 決まっ でろことた 、行

。るあもとこるれわ言といなれ取け受らか点観の理管で部内政

定容積率全体を使えないケースが多分にあります。だれ

が見てもその土地にどのような規制があるのか、あらか

じめ土地の価値が明確にされるようにしていただければ

いいのではないか。行政による修正要求がなくても、住

民からの反対が多いと開発は難しくなります。行政体に

よって条例の制度が異なり、要求も異なります。これを

行政ごとに考えていくのは非常に難しいということもあ

ります。また、行政の条例は結構簡単に行われてしまう

とか、事前の手続きが重複しているとか。それから、条

例制定の根拠はわかるけれども、土地を売買する段階と

建設段階で、同じ届出を２回やるのは無駄になる。以上

のようなご意見をお伺いしました。

まとめてみますと、開発指導内容は行政側にとって妥

当だと思いますが、結構不透明なところがあります。た

だ、不透明にならざるを得ない状況ももちろんあるとは

思いますけれども、事業者の側にと

っては土地の持つポテンシャルが

全然見えません。事業自体の計画が

立案しづらい。こういうことが問題

点として挙げられると思います。ま

た、規制見直しの頻度もあります。

実際に土地を買われて、開発事業を

進めていく。そのプロセスの中で高

さの規制が入り、地区計画が入ると

いって、後から規制が入ってくる。

こういうこともあります。大規模な

土地が動く場合に、行政も市民も大

きな期待をされるので、どこにそ

の着地点を見い出すのか、この辺り

の妥当性をどのように考えるのか、

これが不透明さとして残っている

のではないかということが、ヒヤリ

ング等をさせていただきながら思

ったことです。

それから、まちづくりの大規模開

発に対しての協力のあり方です。ま

ちづくりへの協力度の低い企業を

対象に基準が認められています。優

良企業であればあるほど、苦しい思

いをしてしまうということですね。

行政指導を聞かない企業が敷地を

高値で取得して、協力しないで開発

をしてしまうと、優良なところが損

をしてしまうというようなことや、

それから行政が受け入れ拒否、先

ったところで、行政の中でそれは受け取れないというよ

うなことを後から言われてしまうこともあり、これが問

題だという、こういう指摘もされました。

３つ目に、行政の開発指導の中での問題点としてどう

いうものが民間事業者から挙げられるのかですが、行政

は非常に要望が強く、デマンディングである。何を要求

するのか、何を指導するのか、具体的なものが基準とし

て記載されていないので、事業する側にとってはその土

地の価値が最初にわからないということが指摘されまし

た。つまり、ここは第一種中高層住居専用地区ですと言

われたときに、このくらいのものができるだろうという

想定があり、それだけでは無理だろうと都市計画マスタ

ープランを見る。しかし、そこにも書かれていない。ま

た別の要求事項が出てくる。この辺をどのように判断す

ればいいかが見えないということです。開発予定地が指

めとまグンリヤヒ価評の者業事間民

• 地土 の持 ルャシンテポつ 体自 が 確明不 体自画計業事 が 案立 らづし

開発指導内容の不透明さ開発指導内容の不透明さ

• 地土 の持 ルャシンテポつ 体自 が 確明不 体自画計業事 が 案立 らづし
況状い

• 度頻し直見の制規 。いなはできべるれさ更変に単簡は容内の導指
模規大 な 地土 が動く 合場 政行 も 民市 も 大過 な 待期 るすを 求要 の• 模規大 な 地土 が動く 合場 、 政行 も 民市 も 大過 な 待期 るすを 求要 の

かのるあにこどが性当妥

まちづくりへの大規模開発の協力の在り方まちづくりへの大規模開発の協力の在り方

• るいてれらめ決が準基に象対を業企い低のい合度力協のへりくづちま
、し得取で値高を地敷が業企いなか聞を導指政行。加増が項事求要、

。性能可う行を発開いなし力協

• を案提りくづちまが域地、スーケう行を否拒れ入け受が政行の側手け受
領受 ケいなし ース領受 スケいなし

• 題課のでとこるれわ行が導指るな異で口窓るな異、会明説の回数複

価評の者業事間民

な的体具、かのるす導指を何、かのるす求要を何、く強が望要は政行

)iii( )iii( 行政の開発指導での問題点行政の開発指導での問題点

、はてっとに側るす業事、くなはでけわるいてれさ載記てしと準基がのも
。いなきで断判に初当業事が値価つ持の地土のそ

地定予発開 が、 体全率積容定指 が使 ケいなえ ー るあがス 。誰が見て地定予発開 が、 体全率積容定指 が使 るあがスケいなえ 。誰が見て
明が値価の地土めじからあ、かのるあが制規なうよのどに地土のそも

。きべすにうよるかわに確

政行 るよに 求要正修 もとくなが 民住 のらか 対反 が多 ばれけ 発開 は政行 るよに 求要正修 もとくなが 、 民住 のらか 対反 が多 ばれけ 発開 は
。るなに難困りはや

を応対のとご政行。るな異も求要りな異が度精の例条てっよに体政行
知 るあがとこいならなばれけなら知 るあがとこいならなばれけなら

。るいてれわ行が正改的較比は例条
題問がとこるす複重がき続手の前事

定制例条 の 拠根 は 解理 がるき にめたのそ 地土 を 買売 るす 階段 と定制例条 の 拠根 は 解理 で がるき 、 にめたのそ 地土 を 買売 るす 階段 と
。るじ生が駄無てっ行を出届の容内じ同で階段設建
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会については、近隣への説明がやはり複数回あります。

土地利用調整を終了した後に、中高層階の説明も地域に

対して行わなければならない。地域も同じ話を２回聞く

ことになりますね。または、地域によっては２回意見を

表明する場ができると考えることもできるかもしれませ

んが、事業者は何回も同じような説明会を開催する必要

性が出てきます。そうしますと、事前協議による協議、

先にやった協議で仮にうまくいったとして、その後でま

た言われたことに対してそれを聞くと、前回のものと合

わなくなるということも想定されます。このような手続

き上の問題の可能性というのが常につきまとうようにも

思います。

いろいろなお話をお伺いし、そして行政の行っている

まちづくり条例で大規模な土地の取引、それから実際の

開発のコントロール、そういうのに対してどのような課

題があるのかですが、条例の指導と景観条例の指導、こ

れに重複はありそうです。これは府中では解消されます

が、しかしこの辺の相違、これは一体何なのか、それを

どこまで指導すればいいのか、１つのプロセスの中で指

導するのか、行政の中でその辺を１つにまとめるのか。

この辺は手続きの話として、行政側の宿題のように思い

ほどの都市圏の例えば公園とか道路ですね、これを行う

ケース。それから、地域やまちづくりの提案を受理しな

いケースもあります。これに対してどのようにしていけ

ばいいのか。複数回の説明会。異なる条例、異なる要綱、

その中で説明をする。事業者にとっても複数同じことを

言い、聞かれれば行かなければならない、住民からも「こ

の間の説明と何が違うのか？」という質問を受ける。そ

のような指摘もされました。

■民間事業者の視点

以上のことを踏まえ、事業は受けてから実際に開発が

進むまで、届け出のプロセスの中に重複がどのように存

在するのだろうということが疑問としてわいてくるわけ

です。今こうやって手続きの状況を自分自身で条例、要

綱を見ながらまとめてみると、このような感じになりま

す。府中の場合は、届出、権利移転の３カ月前、変更可

能な時期に対してやってほしい。それで、建築確認それ

から景観については確認申請の３０日前、このようなタ

イムラグがあります。協議の時期が違います。あと説明
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会については、近隣への説明がやはり複数回あります。

土地利用調整を終了した後に、中高層階の説明も地域に

対して行わなければならない。地域も同じ話を２回聞く

ことになりますね。または、地域によっては２回意見を

表明する場ができると考えることもできるかもしれませ

んが、事業者は何回も同じような説明会を開催する必要

性が出てきます。そうしますと、事前協議による協議、

先にやった協議で仮にうまくいったとして、その後でま

た言われたことに対してそれを聞くと、前回のものと合

わなくなるということも想定されます。このような手続

き上の問題の可能性というのが常につきまとうようにも

思います。

いろいろなお話をお伺いし、そして行政の行っている

まちづくり条例で大規模な土地の取引、それから実際の

開発のコントロール、そういうのに対してどのような課

題があるのかですが、条例の指導と景観条例の指導、こ

れに重複はありそうです。これは府中では解消されます

が、しかしこの辺の相違、これは一体何なのか、それを

どこまで指導すればいいのか、１つのプロセスの中で指

導するのか、行政の中でその辺を１つにまとめるのか。

この辺は手続きの話として、行政側の宿題のように思い

ほどの都市圏の例えば公園とか道路ですね、これを行う

ケース。それから、地域やまちづくりの提案を受理しな

いケースもあります。これに対してどのようにしていけ

ばいいのか。複数回の説明会。異なる条例、異なる要綱、

その中で説明をする。事業者にとっても複数同じことを

言い、聞かれれば行かなければならない、住民からも「こ

の間の説明と何が違うのか？」という質問を受ける。そ

のような指摘もされました。

■民間事業者の視点

以上のことを踏まえ、事業は受けてから実際に開発が

進むまで、届け出のプロセスの中に重複がどのように存

在するのだろうということが疑問としてわいてくるわけ

です。今こうやって手続きの状況を自分自身で条例、要

綱を見ながらまとめてみると、このような感じになりま

す。府中の場合は、届出、権利移転の３カ月前、変更可

能な時期に対してやってほしい。それで、建築確認それ

から景観については確認申請の３０日前、このようなタ

イムラグがあります。協議の時期が違います。あと説明

題課るじ生らか在存の例条の数複－価評の者業事間民

例条観景市都 と 域地 りくづちま 例条 の 割役 の 違相 は何か

地域まちづくり条例の指導と都市景観条例の指導での重複地域まちづくり条例の指導と都市景観条例の指導での重複

例条観景市都 と 域地 りくづちま 例条 の 割役 の 違相 は何か？

のつ一はたま、かのるす導指に確明でまこどを何がれぞれそで例条
確明を性向方の導指ので部内政行、かのるすを導指で中のスセロプ

性要必るすに

期時請申認確 に最も近い 会明説民住 で 題問 が起 るき 性能可 が 後最

地域との紛争地域との紛争

期時請申認確 に最も近い 会明説民住 で 題問 が起 るき 性能可 が 後最
。る残でま

る入に間の域地と政行が者業事、で中のスセロプ行進の業事発開
くなはでけだ 政行 も 域地 のと 議協 を行 をとこう 地敷定特 ていつに 包くなはでけだ 、 政行 も 域地 のと 議協 を行 をとこう 地敷定特 ていつに 包
とこう行に的括

スタープランとは若干異なりま

すが、デベロップメント・プラン

と言いまして、開発規制の基本

文書があります。これはほとん

ど文章で書かれており、その文

で書かれている内容をもとに開

発が許可されるか、されないか

地方自治体の中で判断されます。

このデベロップメント・プランで

すが、交通、住宅、商業、観光など、

個別の政策で書かれています。さ

らに、大きな１枚の地図が後ろに

付いています。

例えば計画申請される方が、

５，０００平米の土地を持ち、そこ

で例えば住宅開発をしたいと思ったら、その土地のある

当該行政体に計画の申請内容を持っていきます。そこの

行政体は自分のところのマスタープランでありますデベ

ロップメント・プランをもとに、その計画を許可するか

却下するか、妥当性の判断をします。判断がそのまま許

可される場合や、修正要求をつける場合があります。つ

まり、１２階建てを１０階にして、ここに公園を入れてく

ださいといった条件をつける。もしくは、これは全然こ

この地域に合っていないのでだめですと計画が却下され

る。こういう方法が採られます。

もう一つ、行政と民間が取引しながら開発を進める計

画協定というのがあります。これは話が早く進むといわ

れている方法です。例えばこの条件を受け入れてくれれ

ば、開発を認めますと明示するものです。この条件です

ます。

また、地域との紛争で考えたときに、確認申請時期に

最も近い住民説明会が最後に意見の言える場という意味

が大きそうですし、そこまで紛争は残ってきます。開発

事業のプロセスの中で、事業者が行政と地域の中に入る

だけではなくて、行政も地域との協議、何をどこまでお

願いして、この辺のギブ＆テイクをどのようにしていく

のかというのが、本当の協働による都市づくりになるの

かもしれないということを、いろいろお話等を伺いなが

ら私自身が感じたことです。

■イギリスの大規模開発コントロール

では、このような開発事業、特に

大規模な開発で、民間事業者の方か

らお伺いした、そもそもの土地に

どんな制約がついているのかとい

うのがあらかじめわかっていたら、

もう少し開発土地のポテンシャル

とかプロセスも簡易になるかもし

れないということを、話を聞きなが

ら思いました。イギリスの土地開発

のコントロールの中では、そういう

ものが明確にされています。そうす

ると、そういう仕組みというのを日

本の中にも考えていくことは可能

なのかどうなのか、考えることもで

きそうです。

イギリスでは、日本の都市計画マ

ルーロトンコ発開模規大のスリギイ

ンラプトンメプッロベデ「 」度制可許画計

「別個 発開 。るれさ断判に元をンラプトンメプッロベデは」

ンラプトンメプッロベデ ？はと

画計市都 タスマの ー ンラプ 通交 宅住 業商 等光観 の計画計市都 ンラプタスマの 。 通交 、 宅住 、 業商 、 等光観 の計
を性向方の用利地土で図付、れさ示が容内策政に別容内画

。るす示提

。るれさ断判に元をンラプトンメプッロベデは請申画計

さ記明にンラプトンメプッロベデが」件条「るれさ求要で発開
るいてれ るいてれ 。



土地総合研究 2008夏号　92

あるほど、開発は、イギリスでもその地域での紛争とな

ることもあります。

そこで、イギリスは一体何をやっているかなのですが、

大きな敷地は、大体あらかじめ要求事項が行政から明確

に示されています。これ、今、メートン区というロンド

ンの郊外の行政体の土地の例を持ってきました。これか

ら見ていただいても、敷地が今低未利用になっている状

況がこれです。おわかりになるかと思

いますが、ここに対して既に土地の利

用のあり方があらかじめ決められてい

ます。これはプランニング・ブリーフ

というもので、この土地にはこういう

開発を望みますということを、行政が

あらかじめ提示するものです。行政の

言われている内容に沿って計画の申請

をすれば、行政の望んでいるもの、地

域との間にもう既に合意がある程度で

きていますので、その後で紛争になる

ことが限られる訳です。さらに行政と

の面な手続きも相対的に小さくなりま

す。

が、この赤く変わっている条件つき許可、それから計画

協定と今は２つございますが、この条件の中にここの地

域に必要だと思われる、またはそこの敷地の中で実現し

なければいけない要素を入れます。それが建物の高さで

あるケースもあり、またはその都市に必要だと思われる

施設の資金、お金で解決するようなケースもあります。

これは都市計画がすべて行います。大きな土地であれば

ルーロトンコ発開模規大のスリギイ

者請申画計
ンラプトンメプッロベデ

査審に元を
可許

可許き付件条

可許

可許不

度制定協画計

「 件条 」に 要必 な 設施 を盛り込む「 件条 」に 要必 な 設施 を盛り込む

を用流の金資、導誘の発開要必とルーロトンコの発開規新
計市都 が 施実計市都 画が 施実 。
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あるほど、開発は、イギリスでもその地域での紛争とな

ることもあります。

そこで、イギリスは一体何をやっているかなのですが、

大きな敷地は、大体あらかじめ要求事項が行政から明確

に示されています。これ、今、メートン区というロンド

ンの郊外の行政体の土地の例を持ってきました。これか

ら見ていただいても、敷地が今低未利用になっている状

況がこれです。おわかりになるかと思

いますが、ここに対して既に土地の利

用のあり方があらかじめ決められてい

ます。これはプランニング・ブリーフ

というもので、この土地にはこういう

開発を望みますということを、行政が

あらかじめ提示するものです。行政の

言われている内容に沿って計画の申請

をすれば、行政の望んでいるもの、地

域との間にもう既に合意がある程度で

きていますので、その後で紛争になる

ことが限られる訳です。さらに行政と

の面な手続きも相対的に小さくなりま

す。

が、この赤く変わっている条件つき許可、それから計画

協定と今は２つございますが、この条件の中にここの地

域に必要だと思われる、またはそこの敷地の中で実現し

なければいけない要素を入れます。それが建物の高さで

あるケースもあり、またはその都市に必要だと思われる

施設の資金、お金で解決するようなケースもあります。

これは都市計画がすべて行います。大きな土地であれば

ルーロトンコ発開模規大のスリギイ

者請申画計
ンラプトンメプッロベデ

査審に元を
可許

可許き付件条

可許

可許不

度制定協画計

「 件条 」に 要必 な 設施 を盛り込む「 件条 」に 要必 な 設施 を盛り込む

を用流の金資、導誘の発開要必とルーロトンコの発開規新
計市都 が 施実計市都 画が 施実 。

要求するのかが書かれています。この内容がこの下に出

てくるものですけれども、再開発で住宅、業務、居住し

て働くことを実現させるサスティナブルなミクストユー

ス。つまり、ここは単一用途ではなくて、用途は複合に

してください、複合開発をしてくださいということを行

政から要求されています。また、ここには地域暖房を導

入することが求められています。イギリスでは、開発規

模が大きいと必ず地域暖房は入れないといけないという

ことがあります。この地域暖房というのは、イギリスは

寒いので冷房が必要ないので地域暖房ですけれども、地

域暖房の導入が位置づけられています。また、車の乗り

入れ口について３メートル確保してください。必要駐車

台数は敷地内に設置してください。駐輪場の設置、４メ

ートルの自転車専用レーンを敷地

の南側につくってください。障害者

に対応してください。車が入らない

空間を敷地内に実現してください。

住宅供給する場合は、３割をアフォ

ーダブル住宅、つまり所得の低い、

または中所得者も含めて、そういう

人のための住宅供給を行ってくだ

さいということが書かれています。

最後に書かれている１０６条合意、こ

れが行政と民間企業との間のやり

とりです。これを飲みましたと言っ

てサインをするということが求め

られます。それに基づいて開発を認

めます、そういうことです。あらか

じめ何を要求するか、この大きな敷

地の中で書かれています。これに基

づいてどのようなデザインをする

か、それは事業者の方たちがよりよ

いものを考えていけばいい。ただ、

行政体が最低守ってほしいことは

何かが、初めから文章になってわか

っている。こういうものがあると、

もしかしたらわかり易いものにな

っていくのかもしれないなという

ことを、イギリスの計画制度を見な

がら思うわけです。

詳細な政策については、事業者に

対して行政はもしかしたらお願い

するかもしれないものも、都市計画

のマスタープランの中に書かれて

います。これは個別敷地ごとでは

■プランニング・ブリーフ

プランニング・ブリーフと呼ばれる特定の敷地の利用

のあり方に一体何が書かれているのかですが、まずその

敷地の背景であります敷地を取り巻く状況、今までどう

いう開発がされてきて、どういうものが建ってきたのか

という歴史が書かれています。２つ目に敷地の場所、そ

れからその周辺の状況についての説明があります。３つ

目、これがデベロップメント・プランですが、デベロッ

プメント・プランで明記されていること、既存の都市計

画の方向性、過去の敷地での計画の申請の状況が説明さ

れます。そこの計画で何を実現しなければならないのか、

そして、地方自治体はこの敷地の中で何を開発事業者に

容内策政な細詳るれさ示提にフーリブ・グンニンラプ

ジッレビンバーア
ンイザデンバア

明説の容内策政な細詳 明説の容内策政な細詳

アー ンイザデンバ
策政宅住

宅住ルブダーォフア
策政用雇
境環存既

物棄廃 物棄廃
通交

トンメプッロベデ・ルブナィテスサ
サィテニュミコ ー スビスビサィテニュミコ

域区全保産資的史歴
質物害有
路道速高 と 準基場車駐 （ スセクア 場車駐 場輪駐 ）路道速高 と 準基場車駐 （ スセクア 、 場車駐 、 場輪駐 ）

601 意合条 ( 定協画計 )
設施育教
料資連関 トスリ料資連関 トスリ

● ドンウラグクッバ － 地敷 を取り巻く 況状 ていつに 景背 るなと 象事 が 明説

容内のフーリブ・グンニンラプ

● ドンウラグクッバ － 地敷 を取り巻く 況状 ていつに 景背 るなと 象事 が 明説 。
明説ていつに況状、模規の地敷－況状のそと所場の地敷●

● PDU 該当の去過び及、針方の画計市都の存既－とこるいてれさ記明で
地敷 の 請申画計地敷 の 請申画計
的目●

項事求要のらか体治自方地●

ブナィテスサ、るせさ現実をとこく働てし住居、務業、宅住、で発開再
現実のスーユトスクミなル

。いならなばれけなし入導を房暖域地、はに案発開再
にい沿ドーロンタスェウは口れ入り乗の車 3 。るす保確ｍ

数台車駐要必 は 内地敷 に 置設 るす 。 場輪駐 の 置設 、4ｍの 車転自数台車駐要必 は 内地敷 置設 るす 。 場輪駐 の 置設 、 の 車転自
。るくつに側南地敷をンーレ用専

。る図を応対のへ者害障
車の入 いなら 間空 の 保確車の入 いなら 間空 の 保確 。

の宅住 03 。るすに宅住ルブダーォフアを％
601 るれらい用が意合条
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つ市町村のまちづくりについて、県は一体どこまで対応

できるのかということについても問題点として残ってい

そうです。土地取引に関連した要綱で、都道府県が当該

土地の規制をする市町村に紹介する動きに対応するとこ

ろもありますが、両者の連携の必要性がありそうです。

あとは、フットワークの軽い市町村、これについては土

地利用調整を行うことは現実的ですが、どこでもできる

とは限りません。そして、個別敷地を持つ条件。これを

市場は一体どのように判断すればいいのか。自由市場に

任せてほしいということを民間企業からすれば期待した

いでしょうし、経済学者が言われている論評などをいろ

いろ読んでも、そういうことを言われるケースも多いで

す。その敷地に対して付随する土地利用ルールが一体ど

ういうものなのか、それを理解してから土地を購入する

ことは、ある意味、開発時点での紛争を未然に防ぐこと

ができるかもしれません。そういうことを考えて、条例

の手続きは考えているわけですが、反対にそれが長期化

なく、行政体の中で起きる開発事業に対して、規模が大

きければ大きいほど、お願いする可能性があるもののリ

ストというので書かれています。それが例えばアーバン

デザインがいいものであったり、アフォータブル住宅を

供給してほしいというものであったり、交通政策であっ

たり、コミュニティーサービスのための施設であったり、

有害物質のための施設であったり、地域の課題に関連し

ていろいろ書かれているわけです。

■まとめ

最後に今まで私が説明させていただいたことをまとめ

てみました。まず土地の取引とか開発の規制を考えたと

きに、多分違いというのは大都市と地方都市、これでい

ろいろありそうだということがあります。条例を今つく

って土地の取引をしているところ、土地の取引の規制や

開発の規制をしているところは、限ら

れた行政体に限られます。これ、地方

分権が進んできて、独自のまちづくり

がどんどん進められていったときに、

こうした規制を行うところとそれが

できないところが出てくる可能性が

あります。この辺、スタッフの限られ

ているところはそれに対して何もし

なくていいのか、この辺は行政の考え

ることなのかもしれませんが、手立て

というのを考えていく必要性がある

のかもしれません。

３つ目に書きました、事後取引であ

っても独自のまちづくりを進める体

制に欠ける市町村は、ある意味、県

が行政体に対してある程度の指導を

行う、この辺についても考えていく必

要性はありそうだと思います。それか

ら、現況では条例等がないと土地取引

のときには県が対応することになっ

ています。しかし、都道府県の行政の

規模は非常に大きいので、きめ細かな

調整は、当該市町村が聞くというよう

な対応をとっているところではいい

のかもしれませんけれども、そうでな

いとなかなか難しそうだということ

があります。

２つ目に、独自の土地利用規制を持

めとま

（（11）大都市と地方都市との相違）大都市と地方都市との相違

ことるいてっ行をりくづ市都の自独、し定制を例条主自
。るれら限に政行りくづちまの部一、はろ

な能可がりくづちまの自独、中む進が進推の権分方地
のへ政行るれら限が力能のそ、に対反、と応対のへ政行

応対 ういと を考 くいてえ 性要必応対 ういと つ二 を考 くいてえ 性要必 。

に制体るめ進をりくづちまの自独、もてっあで引取後事
え考が制択選のどなるすを導指が県、はで村町市るけ欠

。るれら

（（22）県レベルでの対応の問題点）県レベルでの対応の問題点

調なか細めき、らかとこなき大が模規の政行県府道都
。いなはに況状るうし現実もしず必は整

自独 の 制規用利地土 を持つ 村町市 にりくづちまの 上自独 の 制規用利地土 を持つ、 村町市 にりくづちまの 上
。明不かのるきで応対でまこどが政行の位

敷該当が県府道都、で綱要たし連関の制規引取地土
地 在存 るす 村町市 「 会照 うとるす 動き 応対 るす地の 在存 るす 村町市 に「 会照 」 とるす いう動きで 応対 るす

が性要必るすに確明を法方携連の者両、にうよるあも例
。るあ

とこう行を整調用利地土が村町市い軽のクーワトッフ
全に概一、らか差の力能の政行、がるあで的実現りよが

体治自 は 象対 と りな えない。体治自 象対 なりな 。
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してしまうという問題点も民間企業

の方から寄せられたように、もう少

し考えていかなければならないこと

かもしれないと思います。

　市町村は何を一体事業者に要求し

ていけばいいのか、事業者と今まで

住んでいる方たちのトレードオフを

考える必要があります。地域が高い

建物を望まないのであれば、用途地

域を変えることも１つの解決策にな

ります。イギリスでは詳細な敷地ご

とに指導書をつくっていました。こ

れがいいのかどうか。また、民間事

業者にある独自のまちづくり提案も

よいとするのであれば、敷地ごとに

コンペ方式にする、こういう可能性

もあるのかもしれません。

こういうことを思いながら、最後

にこれから先にもやっていかないと

いけないこと、これは全然解答とか

いうのはなく、計画審査の手続きを

見ながら、いろいろな方からお話を

伺いながら、事業の出てきたものを

見ながら、思うことになると思いま

すけれども、土地取り引きというの

は、結局その敷地がどのように開発

されるのかです。どのような仕組み

で行えばいいのか、それから何をお

願いすればいいのか、それを何に基

づいてやればいいのか、これは最後

まで課題として残っていきます。市

民、行政、民間、この協働体制を一

体どのようにしていくかです。口で

言うのは簡単ですけれども、実現を

どのようにしていくのでしょう。土

地の価格が明確にわからないと事業

をされる方たちの間で非常に困ると

いうのも、今回こういった研究をし

ながらわかったことです。この辺に

ついても、全然解答がない私の今日

の話ですが、これから先いろいろ考

えていく課題がすごくたくさん残っているように思いま

した。

以上で私の話を終わらせていただきます。ありがとう

ございました。

（（33）個別敷地の持つ条件を市場はどう判断するか）個別敷地の持つ条件を市場はどう判断するか

見意ういといしま望もとっも、がとこるせ任に場市由自
。るあは

地土該当 に 随付 るす 用利地土 のもるなかいがルル地土該当 に 随付 るす 用利地土 ルー のもるなかいがル
時発開、はとこるす入購を地土らかてし解理をれそ、か

？はでのるなと能可がとこぐ防に然未を争紛ので点

（（44）） かるす求要に者業事を何は村町市 かるす求要に者業事を何は村町市

うよのどをフオドーレトのと者住居のらか前従と者業事
かるえ考に

てっとにりくづちま 何が最も望 かのいしまてっとにりくづちま 、何が最も望 かのいしま 。
？か解適最が用運な的元一

、とこるす成作を書導指のとご地敷な細詳の型国英①
② 者業事間民 るよ 自独 りくづちま 案提 を 認是 るす② 者業事間民 に るよ 、 自独 の りくづちま 案提 を 認是 るす

、てしに式方ペンコを体自性向方の用活地敷、ばれあでの
利権るす入購を地敷で格価札落定特が者業事いよりよ

とこつ持を

残された課題残された課題

発開にうよのどが地土該当ろことの局結、は引取地土
何？かみ組仕のど。るくてっかかにとこういと、かるれさ

を 求要 かるす ？ のど 準基 の上に 導指 かるす ？を 求要 かるす ？ のど 準基 の上に 導指 かるす ？

価の地土。法方現実の制体同協の間民－政行－民市
値が 確明 るかわに 画計 の 法方示提値が 確明 るかわに 画計 の 法方示提




